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後で詳しくみるが、国民年金は 1988 年より実施され、約 10 年の間に皆年金となった。その
一方で、わずか 30 年しか経っていないのに大きな年金改革が 2 回も行われた結果、所得代替率






                                                     
1 統計庁（2017）10 頁。 
2 同上 11 頁。 
3 基礎年金受給者は含まれていない。 
4 ハンキョレ社会政策研究所が成人 1,000 人を対象に実施した世論調査である（『ハンキョレ』「国民
84％「国民年金の社会的議論 今がチャンス」」2015 年 5 月 15 日付）。 
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5 古（2009）17 頁。 



































                                                     
7 李蓮花（2014）191 頁。 
8 同上、197 頁。 
9 同上、206 頁。 

































































































金が成立した 1986 年、年金対象が拡大していく時期（1988 年から 1999 年）、年金改革が行わ















                                                     






に、1986 年に成立した国民年金が、保険料率 3%の拠出で、所得代替率を 70％とするよう設計
されたことからうかがえる。つまり、それは社会保険方式を採択していながら、保険数理を無視
した制度になっていたのである。 























民年金の A 値（国民年金受給前 3 年間の平均所得月額の平均額）と連動しており、これによっ
て下がった国民年金の給付水準を補うことになるのである。それは基礎年金になり給付算式が
多少変わったものの、相変わらず基礎年金の給付算式に国民年金の A 値が用いられている。さ
                                                     

















































第 4 節 論文の構成 
 
本研究は 3 部 8 章で構成し、第 1 部と第 2 部は国民年金の過去・現在を、第 3 部は基礎年金
の過去・現在について焦点をあてる。 
第 1 部は国民年金の成立過程について検討する。 








第 2 部は、国民年金の展開について検討する。第 3 章では、1988 年より実施された国民年金
の皆年金化を考察する。国民年金は 10 人以上事業場加入者を強制適用対象として開始されたが、
段階的に強制適用対象を拡大していく。まず、5 人以上事業場加入者を 1992 年から強制適用と
し、1995 年からは農漁村地域へ、そして 1999 年からは都市自営業者まで拡大して皆年金体制
となる。同章ではその拡大過程を考察し、農漁民と都市自営業者に拡大される際に議論になった
所得推定について検討する。 
第 4 章では、国民年金の改革について述べる。韓国の国民年金は導入されてから 30 年の間に、
年金の持続可能性を図るため、1998 年と 2007 年に大きな改革が行われ、年金の給付水準が引
き下げられた。同章ではその改革過程を検討する。 
第 5 章では、国民年金財政を取り上げ、1998 年の年金改革により導入された財政計算につい















































第 1 部 国民年金の成立（1973～1988 年）―独裁から民主化の移行期 
 
 韓国における国民年金は、1986 年に成立した国民年金法に基づき、1988 年より実施された。
この国民年金の前身が 1973 年に成立した国民福祉年金法であり、国民福祉年金は 1974 年より
実施する予定であったが実施には至らなかった。そして、その内容が全面改正される 1986 年ま
で 13 年間かかった。 
























第 1 節 1960 年代及び 70 年代前半の社会・経済的及び政治的状況 
 
                                                     





韓国は、1950 年の 6.25 韓国戦争（朝鮮戦争）によって経済的・社会的に疲弊し、外国の援助
を受けていた。 
 1960 年 3 月 15 日、イ・スンマン（李承晩）政権15の下で、不正選挙が行われ、それを糾弾す
る「4・19 学生革命」が起きた。その後、第 2 共和国16が成立したが、1961 年 5 月 16 日、陸軍
士官学校出身の軍人たちが朴正熙の主導で軍事クーデターを起こし、政権を握った。その 2 年後
の 1963 年 12 月に朴正熙は大統領に就任し、第 3 共和国が始まった。 
 パク・ジョンヒ（朴正熙）政権は、「経済開発 5 か年計画」に代表される政府主導の強力な成
長政策を展開し、その結果、韓国は急速な経済発展を遂げた。1962 年より推進した「経済開発
5 か年計画」の成功で、表 1.1 に示したように、GNP 成長率は 1962 年 3.5％から 1971 年 9.8％
まで上昇し、それに伴い 1 人当たり GNP も 1962 年の 96 ドルから 1971 年 252 ドルまで上昇し
た。 
 
表 1.1 経済成長（1962～1971 年） 
（単位：％、ドル） 
 1962 年 1963 年 1964 年 1965 年 1966 年 
GNP 成長率 3.5 9.1 8.3 7.4 13.4 
1 人当たり GNP 96.1 101.6 107.2 114.4 130.8 
 1967 年 1968 年 1969 年 1970 年 1971 年 
GNP 成長率 8.9 13.3 15.9 8.9 9.8 






 一方、経済成長により都市化が進んだ。1970 年の人口移動率は 13.1％で、総計 4,046,500 人
が移動したが、それのほとんどがソウル、釜山などの大都市に集中した18。また、合計出生率は
1970 年 4.53 人から 1974 年 3.77 人まで低下したが、これは政府の人口増加抑制政策19によるも
                                                     
15 1948 年 8 月 15 日から 1960 年 4・19 学生革命が起こるまでの時期を第 1 共和国と称する。 
16 1960 年 8 月から 1961 年 5・16 軍事クーデターにより崩壊されるまでの時期を指す。 
17 代表的な事件が 1970 年 11 月 13 日のチョン・テイルの分身事件であり、高度経済成長の下、劣悪
な勤務環境と低賃金で苦しんだ労働者の怒りであった。1970 年の労災件数は 35,389 件、労災者数は
37,752 人だった（労働庁（1971）230 頁）。 
18 経済企画院（1971）214 頁。 
19 政府は人口の増加率を下げない限り、経済発展が不可能だと判断し、1961 年に第 1 次経済開発 5
か年計画とともに、家族計画事業を通じて人口の増加を抑制しようとした。1963 年に保健社会部と
経済企画院が協議して家族計画事業 10 カ年計画（1962-1971 年）をつくり、人口の増加率を 1960 年




朴正熙政権は、1963 年に誕生してから 1979 年 10 月まで約 16 年間続いた。1967 年の第 7 代
国会議員選挙で与党である共和党が改憲ラインを確保し、1969 年国民投票で三選改憲20を確定・
公表した。そして 1971 年 4 月の大統領選挙で朴正熙が当選し、同年 12 月「国家保衛に関する
























の視点から分類したのが表 1.2 である。 
 




21 チョン・ムクォン（1993）493 頁。 
22 社会保障審議委員会（1968）48 頁。 
23 同上、435－436 頁。 
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表 1.2 実施中の社会保険及び実施予定の社会保険（1967 年） 









































































注：産業災害補償保険は 1963 年に法律が成立し、1964 年 7 月から 500 人以上の企業に適用さ
れた。同様に医療保険も、1963 年に医療保険法が成立し、「任意加入」という形で 1964 年よ





 表 1.2 において、注目すべきは、養老保険と国民厚生年金である。養老保険については、失業
保険とともに、各関係部署で制度導入のための研究中であると書かれており、1970 年より勤労
者を対象に実施する計画を立てていた。国民厚生年金については、恩恵を受ける国民の割合を
1975 年の 20%から 1980 年に 75%まで拡大する計画を立てていた。しかし、国民厚生年金の適










案して表 1.3 のように分類している25。 
 
表 1.3 社会保険体制（1969 年） 
















産 業 災 害 補 償 保
険 
勤労者 国家 業務上災害 事業主 































失業保険 勤労者 国家 失業 国家 







故としている。このように表 1.3 は表 1.2 に比べて適用対象や保険事故がより具体的になってい






                                                     















キム院長はその報告書を基に、1972 年 11 月 25 日に経済企画院長官に対する報告を行い、同
月 30 日には朴大統領に対しても報告を行った。報告を受けた朴大統領は国民年金導入に向けた







                                                     
26 ソン・ジュンギュ（孫鶽奎）（1980）238 頁。 
27 キム・マンジェ院長がなぜ国民年金に関心を持つようになったのかについて、パク・ジョンギ博
士は「院長自ら興味を持ていた（President Mahn Je Kim himself took a personal interest in this 
issue）」と述べた（Park, Chong Kee（1975）103 頁）。なお、「this issue」は「社会保障年金制度」
を指すが、ここでは国民年金と表記した。 
28 Park, Chong Kee（1975）A Feasibility Study on Establishing a Social Security System in Korea-A 
Prospectus. ただ、この報告書は公式に刊行された資料ではないため、KDI の資料目録には載ってい
ない（国民年金史編纂委員会（2015）53 頁）。 
29 当時に面談した専門家らは、米国社会保障庁の Mrs.Ida D. Merriam、Benjamin Bridges 博士、
C.L.Trowbridge、ウィスコンシン大学の Robert J. Lampman 教授、Raumond Muntz 教授、ハーバー
ド大学の Richard A.Musgrave 教授、David Cole 教授、ブルッキングス研究所の John A. Brittain 博































 前述したように、1973 年 1 月 12 日に大統領は年頭記者会見で年金制度の導入を公表し、各
部署に具体的な案を提出するよう指示した。それとともに、年金法の草案を作るための実務作業
チーム36も設置された。 
                                                     
31 チョン・ナンジン（全湳軫）（1982） 264 頁。 
32 ヤン・ジェジン（2007） 93-94 頁。 
33 ソン・ジュンギュ（孫鶽奎）（1983）131 頁。 
34 ベ・ジュンホ（2015） 1-41 頁。 
35 パク・ジョンギ（朴宗淇）＝キム・デヨン（金大泳）（1973）2 頁。 






１月 23 日に保健社会部37が、3 月 2 日に KDI が、それぞれ年金案を提出した。 
基本要綱の作成は、保健社会部と KDI の案の各項目を折衷する形で進められ、1973 年 5 月に
第 1 次概要を出した。その概要を示したのが表 1.4 である。 
 
表 1.4 保健社会部と KDI の年金案 
 保健社会部（案） 韓国開発研究院（KDI）（案） 
年金種類 老齢年金、障害年金、遺族年金 老齢年金、障害年金、遺族年金 
適用対象 
及び範囲 
1．満 18 歳以上 60 歳未満の男女勤労者 
2．30 人以上の事業体 





1．満 18 歳以上 60 歳未満の男女勤労者 
2．10 人以上の事業体に従業員 









自営業者：定額制（月 900 ウォン） 
 
拠出のための標準給与等級 
下限：月 7,000 ウォン 
上限：月 150,000 ウォン 
      第 1 案  第 2 案  第 3 案 
被用者：  3％   4%    5%  
使用者：  3％   4%    5% 
自営業者： 5%    6%    7% 
 
拠出のための最高所得基準額 
被用者：月 150,000 ウォン 




・減額老齢年金－加入期間 10 年以上 20
年未満で、60 歳に達した者 
・一時金－加入期間 5 年（女性 2 年）以
上 10 年未満で、加入後 10 年を超えた者
或いは 60 歳に達した者（女性 55 歳） 











60 歳に退職した者（女性 55 歳） 
・減額老齢年金－加入期間 5 年（女性 2
年）以上 10 年未満で 60 歳に達した者 
・経過措置－実施時 51 歳以上の者が最
低 5 年間拠出すると 10 年間拠出したと
こと同額の年金支給 
或いは実施時 51 歳以上の者で拠出期間


























2 級（稼得能力の 50％以上喪失） 
基本年金額の 75％＋加給年金額 
3 級（稼得能力の 30％以上喪失） 
基本年金額の 50％＋加給年金額 
・遺族年金： 
配偶者（満 55 歳以上で 5 年以上の婚姻） 
基本年金額×50/100 加給年金額 
遺子女（満 18 歳以下）及び 22 歳以下の













配偶者（満 55 歳以上）年金額の 50％ 
 
 


















 表 1.4 からわかるように、保健社会部と KDI の年金案は、適用対象及び範囲、保険料率、受
給資格、給付額、年金事務の主体など、各項目において相当の違いがみられる。 
具体的にみると、適用対象及び範囲について、年金適用年齢は保健社会部と KDI は同じであ







保険料率は、第 1 案 6%、第 2 案 8%、第 3 案 10%とし、保健社会部の保険料率に比べて高めの
保険料率を設定した。自営業者に対してもそれぞれ 5%、6%、7%という保険料率を提案した。 
受給資格について。老齢年金において、保健社会部は完全老齢年金の加入期間を 20 年以上と
したのに対し、KDI は 10 年として保健社会部より加入期間条件を緩和した。しかし、障害年金









この案は、同年 5 月 18 日に第 1 次基本要綱として関係長官会議で報告され、合意を得なかっ
た財源調達、受給資格、年金支給方法、管理運用体系などが主に議論された。その議論の状況を
表 1.5 に示した。 
 
表 1.5 関係長官会議の議論内容 




























































修正された基本要綱は 10 月 15 日に経済長官会議を通過した後、同月 30 日に大統領に報告され
                                                     




 そして、1973 年 11 月に政府の最終案が国務会議で議決され、国会に提案されて、12 月 1 日
に国会本会議で可決された39。成立された国民福祉年金法をまとめたのが表 1.6 である。 
 
表 1.6 国民福祉年金法（1973 年） 
適用対象 18 歳以上 60 歳未満の国民（国内居住） 
当然適用：1 種加入者（月所得 15,000 ウォン以上の勤労者と使用者） 
任意適用：2 種加入者（月所得 15,000 ウォン未満の勤労者と自営業
者） 
加入種類 1 種加入者：30 人以上事業場の勤労者と使用者 
2 種加入者：自営業者、1 種以外の者 
保険料 1 種加入者：標準所得月額の 7%（使用者 4%、勤労者 3%） 
2 種加入者：標準報酬月額の等級基準の定額（月 900 ウォン、本人負
担） 
給付の種類 老齢、遺族、障害年金、返還一時金 
受給資格 老齢年金：最低加入年数 10 年で 60 歳に達した者（女性は 55 歳） 
遺族年金：最低 1 年加入 
障害年金：最低 1 年加入 




1 種 2.4（A+B（1+0.04n）） 
2 種 1.8A+2.4B（1+0.04n） 
※A：基礎部分（加入者の受給直前 3 年分の平均標準報酬月額） 
 B：所得比例部分 
 n：20 年超過加入期間 
所得代替率 1 種 加入期間 20 年：40 
       30 年：48 
       40 年：56 






1 種加入者のうち、所得月額 15,000 ウォン未満の者が負担する保険料
の１％を支援 
基金の運用 国民福祉年金基金運用委員会（委員長：保健社会部長官） 
注：全額老齢年金の加入期間は 20 年以上となるが、加入期間が 10 年以上 20 年未満の場合、減
額老齢年金を支給するとなったため、老齢年金の最低加入年数を 10 年とした。 
出所：国民管理公団（1998）66－67 頁、89－91 頁、国民年金史委員会（2015）108－109 頁に
より作成。 
                                                     
39 当時野党であった親民党の金守漢議員は、国民福祉年金法案は国民福祉にことよせた悪法であり、
国民のための年金法ではなく政府が必要な内資を調達するための内資調達法であると反対討論にで
たが、法案は結局在席 145 席のうち、賛成 102 票、反対 34 票、棄権 9 票で可決された（『東亜日報』






 1973 年 12 月に国会本会議を通過し、翌年より実施される予定だった国民福祉年金は 1974 年
1 月 14 日の「緊急措置第 3 号」により、同年 12 月まで実施が延期された。この緊急措置第 3 号
は、1973 年 10 月に生じたオイルショックによる不況及び物価急騰に対処する政府の措置であ
り、主に低所得者のための租税負担の軽減などを内容としていた。しかしそこには国民福祉年金
の実施を 1 年間延期するという内容も含まれていたのである。この緊急措置は 1 年後に解除さ
れたが、国民福祉年金の実施については 1974 年 11 月 5 日の国務会議で、1976 年 1 月からとさ
れた。2 度目の延期である。さらに 1975 年 9 月 10 日に政府・与党は、景気の回復が遅れてい
ることと、国民負担の加重を防ぐために国民福祉年金の実施を 1977 年 1 月からと再び先送り40















実際に、表 1.4 に示しているように、KDI の国民福祉年金草案における第 2 案の保険料率（8％
（労使折半）、6％（自営業者））によると、純貯蓄累計額は、1976 年 1,816 億ウォンから毎年増
加して 1981 年には 9,458 億ウォンまで急増すると予想されていた。しかし、成立した国民福祉
年金法は、保健社会部の案と折衷した内容であり、かつ世論の批判により修正が加えられた結果、
                                                     
40 『東亜日報』「政府・与党、「福祉年金」実施一年延期」1975 年 9 月 10 日付によれば、当時の福祉
年金制度は 30 人以上の就業員をもつ会社で働き、月所得 1.5 万ウォン以上の場合、被用者が 3%を、
使用者が 4%を拠出し、月所得 1.5 万ウォン未満の場合、被用者が 2%を、使用者が 4%を、政府が 1%
を拠出して 60 歳に達すると年金が受けられる。 
41 パク・ジョンホ（1997）13－14 頁。 
42 ヤン・ジェジン（2007）100－105 頁。 
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表 1.7 に示したように、KDI の草案における積立金を大きく下回る規模となった。 
 
表 1.7 KDI の草案と国民福祉年金法の積立金規模 
（単位：億ウォン） 
 1976 年 1977 年 1978 年 1979 年 1980 年 1981 年 
KDI の草案 1,816 2,853 4,072 5,539 7,289 9,458 


































方、市町村など地方自治体のなかに 80 歳ないし 90 歳以上の老人や母子家庭を対象に、独自に
月額 1000 円程度の敬老年金や母子年金を支給する動きも出はじめた43。 
 また、1955 年は、保守合同と左右社会党の統一により、自由民主党（自民党）と日本社会党
（社会党）の 2 大政党によるいわゆる 55 年体制が成立した時期であった。 
このような状況の下で、1958 年 5 月総選挙の際に、自民党と社会党がいずれも選挙公約の 1
つとして国民年金制度導入を挙げたことが決定的な契機となった。自民党は、国民年金制度の創









開始する、③老齢年金の支給開始年齢は、拠出制の年金は 65 歳、無拠出制の年金は 70 歳とす
る、④老齢年金の年金額は、拠出制の年金は 42,000 円（月 3,500 円）、無拠出制の年金は 12,000
円（1,000 円）程度とする、⑤廃疾年金は、最低 5 年以上拠出に対して 42,000 円（月 3,500 円）
程度の年金を支給し、無拠出制の年金は 18,000 円（月 1,500 円）程度を 6 歳以上の者に支給す
る、⑥母子年金は最低 5 年以上拠出に対して 27,000 円（月 2,250 円）程度の年金を支給し、無
拠出制の年金は 12,000 円（月 1,000 円）を支給する、⑦拠出制の年金の拠出期間は 25 歳から
54 歳までとし、拠出額は、有業者は月 100 円程度、無業者は月 50 円程度とする、⑧拠出制年金
の費用のうち三割を国庫が負担し、拠出金と国庫負担金は積み立てる45、などである。 
社会保障制度審議会の答申に対し、厚生省の年金五人委員は、1958 年 7 月 29 日「国民年金制
度構想上の問題点」を橋本厚生大臣に報告した。主な内容は、①年金は老齢、障害と母子年金と
する、②原則として拠出制とし、これに無拠出制を組み合わせる、③拠出制の拠出期間は 20 歳
から 59 歳までとし、支給開始年齢は 65 歳とする、④拠出制の年金額は月 4,500 円とする、⑤
無拠出制の年金は、制度発足当時の老齢者に対しては 70 歳から、拠出能力のない身体障害者と
母子世帯に対しては直ちに月 1,000 円程度を支給する、⑥拠出制の保険料は月 200 円を基本と
する、⑦厚生年金、共済組合等の現行の各種公的年金制度の適用者も国民年金制度に包摂させる、
⑧財政は積立方式とする46、などである。 
                                                     
43 吉原＝畑（2016）28－29 頁による。 
44 野田（1959）23 頁による。 
45 同上 24－27 頁による。 













て、1956 年に老齢者の生活実態調査を、1957 年 4 月には全国的な生活実態調査（「社会保障基
礎調査」）を行うとともに、同年 5 月には 5 人の国民年金委員を委嘱するなど、国民年金制度創
設への準備が進められていた。その後 1958 年 4 月に至り、厚生省国民年金準備委員会及び同事
務局が設置され、9 月に国民年金制度要綱第 1 次案の決定、発表を行ったが、これは自民党の特
別委員会の考え方と一致したものであった。この第 1 次案において決定された内容の大部分が
現在の国民年金法に盛り込まれた。 
 そして、日本の国民年金法は 1959 年 4 月 6 日に成立し、同年 11 月より無拠出制の福祉年金
の支給が先に開始され、1961 年 4 月から拠出制の国民年金が実施された。その概要を示したの















                                                     









拠出期間 20 歳～59 歳までの 40 年間 
保険料額 20 歳～34 歳まで月 100 円 






開始時期 1961 年 4 月 1 日 
老齢 
年金 
支給年齢 65 歳 
資格期間 10 年 
年金額 月 1,000 円～3,500 円 
障害 
年金 
障害の程度 厚生年金保険 1～2 級程度 
資格期間 3 年 
年金額 月 2,000 円～3,500 円 
母子 
年金 
支給対象 18 歳未満の子のいる母子世帯 
資格期間 3 年 
年金額 
月 1,600 円～2,150 円、 
第二子以降子一人につき月 400 円の加算 
遺児 
年金 
支給対象 18 歳未満の遺児 
年金額 
月 600 円から 875 円まで、 
第二子以降子一人につき月 400 円加算 
寡婦 
年金 
支給年齢 10 年以上婚姻関係を維持した 60 歳～65 歳までの寡婦 














支給年齢 70 歳 




支給対象 厚生年金保険の 1 級程度の障害者で 20 歳以上である者 




支給対象 16 歳未満の子のいる母子世帯で 25 歳以上の子のいない世帯 
年金額 
月 1,000 円、 
第二子以降子一人につき月 200 円加算 
支給制限 現行公的年金受給者のほか市町村民税の納付者、所得税納付者




出所：厚生省『厚生白書（1959（昭和 34 年）度版）』電子版を一部修正。 













するかということであった。これらの争点を表 1.9 にまとめた。 
 
表 1.9 日本の国民年金制度をめぐる論点 






























の保険料は定額制をとっており、その額も月 100 円もしくは月 150 円で比較的低い額であった
が、保険料負担の困難な者に対して保険料免除制度が設けられたのである。さらに、保険料免除
期間は資格期間の計算上、保険料の納付期間として認められたので、最低 10 年間保険料納付期
                                                     























制限などはあった。1960 年 9 月末の基準で、福祉年金の受給権者数と年金支給額は表 1.10 の通
りである。 
 
表 1.10 福祉年金の受給権者及び年金支給額（1960 年 9 月） 
（単位：万件、万円） 
 件数 年金支給額 
老齢福祉年金 214 2,307,918 
障害福祉年金 20 349,347 
母子福祉年金 18 245,795 
計 252 2,903,061 
出所：厚生省『厚生白書（1960（昭和 35 年）度版）』電子版。 
（http://www.mhlw.go.jp/toukei_hakusho/hakusho/kousei/1960/。2017 年 10 月 24 日閲覧。） 
 
韓国の国民福祉年金においても、経過措置は設けられていた。それが、特例老齢年金である。
国民福祉年金が実施される予定であった 1974 年 1 月 1 日の時点で、40 歳以上 55 歳未満の者
（女子と船員、またその他大統領令が定める職種に従事する勤労者は 35 歳以上 50 歳未満）に
                                                     
50 同上 37 頁。 
51 社会保険庁年金保険部国民年金課篇（1985）79 頁。 
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対して表 1.11 の通り、保険料の納付期間を短縮することになっていた。 
 
表 1.11 韓国の国民福祉年金における特例老齢年金 
生まれ年 納付期間 生まれ年 納付期間 
1920 年生まれ 60 カ月 1928 年生まれ 124 カ月 
1921 年生まれ 68 カ月 1929 年生まれ 132 カ月 
1922 年生まれ 76 カ月 1930 年生まれ 140 カ月 
1923 年生まれ 84 カ月 1931 年生まれ 148 カ月 
1924 年生まれ 92 カ月 1932 年生まれ 156 カ月 
1925 年生まれ 100 カ月 1933 年生まれ 164 カ月 
1926 年生まれ 108 カ月 1934 年生まれ 172 カ月 
1927 年生まれ 116 カ月   












得月額 15,000 ウォン以下の者が負担する保険料の一部を国が負担するとしたに過ぎない。 
 そして最後に、国庫負担も欠かせない。 
 日本の国民年金法において、国庫は、毎年度、その年度において納付された保険料総額の 2 分
の 1 に相当する額を負担するとし、費用の 3 分の 1 が国庫負担によって賄われた。一方、韓国
の場合、国庫は毎年国民福祉年金事業の運営に必要な資金及び費用の全部もしくは一部のみ負




                                                     
52 厚生省年金局国民年金課（1960）7 頁。 
53 『東亜日報』「重化学内資狙い 社会保障は後回し 主客転倒」1973 年 9 月 21 日・「60 歳からも




































                                                     
54 『東亜日報』「労働者の荷が重い」、「相変わらず改善の余地 修正された国民福祉年金 各界の意
見」1973 年 11 月 8 日・「現実を優先した様々な意見」11 月 24 日付。 
55 政府の負担率について野党は最低 2％を主張したが、政府は、1％以上は困難であるとした（『東亜
日報』「15,000 ウォン未満の加入者 政府が一部支援」1973 年 11 月 27 日付）。 
31 
 
第 2 章 国民年金法（1986 年） 
 




第 1 節 国民年金法の成立 
 




そして政府は 1978 年に国民福祉年金を 1980 年から実施する方針を発表し、実施に必要な準
備を進める。経済企画院は予算編成作業を進め、保健社会部は国民福祉年金法及び施行令の改定
を検討した。当時、政府が検討していた国民福祉年金の実施計画案は、1980 年には 200 人以上
の会社で働く月報酬 3 万ウォン以上の被用者に優先的に適用すること、保険料率を最初は 5%
（被用者 2%、使用者 3%）にすることである56。しかし、その実施は 1978 年 5 月にまた延期す
ることが発表された57。 
1978 年 9 月に経済・科学審議会議は「世界各国の社会保障体系の類型別分析」において、韓
国的社会保障体系を国家財政の現実要件を考慮して社会保障方式を採択すべきであり、年金及
び失業保険などの所得保障は国民の最低生活を保障した後に行うべきであると主張した。 
保健社会部は第 5 次 5 ヵ年計画のなかで、新しい国民福祉年金を実施する方針を揚げ、具体
案を国会に提出した。その内容は、20 年以上保険料を拠出した者が 60 歳に達したときから所得
の 40％を支給すること、保険料率は、初期には報酬の 3.5%（被用者 1.5%、使用者 2%）とし、
10 年後には 5%（被用者 2%、使用者 3%）に、20 年後には 7%（被用者 3%、使用者 4%）へと
引き上げることである。また、初年度の適用は 500 人以上の事業場とし、3 次年度から 100 人以
上の事業場へ拡大する。この案は 1983 年より導入することとされた58。 




                                                     
56 『東亜日報』「国民福祉年金 80 年より実施」1978 年 3 月 22 日付。 
57 関係当局は、国民福祉年金の実施を延期したのは政府や企業の資金負担が多くなることと物価の
安定が前提されなければならないからだと述べた。これにより年金の実施準備を行ってきた関係部署
の作業も一気に中断した（『東亜日報』「国民福祉年金 80 年代に延期」1978 年 5 月 20 日付）。 







諸条件が整ったことから、政府は、「第 5 次経済社会発展 5 ヵ年計画」を策定するとともに、国
民年金制度実施のため 1984 年 8 月『国民福祉年金実施準備委員会』を構成した。さらに、政府
は経済企画院次官補を委員長とする実務調整委員会を構成し、実施準備に関する事項の検討及
び調整するなど、具体的な準備作業にも着手することにした59。1984 年 9 月には、1987 年から
段階的に実施することとし、1986 年末までに準備作業を終えることにした60。しかし、この委員
会は活発な活動ができず、その代わりに保健社会部と経済企画院の実務的な検討と KDI の研究
が持続的に行われた。そして国民年金制度は 1986 年「第 6 次経済社会発展 5 ヵ年計画」（1987
～1991 年）の主要政策課題の一つとなり、その施行方案が積極的に検討されることとなった61。 
 1986 年 6 月に政府は「国民年金実施準備のための関係間会議」を開いた。ここで議論された
のは主に 3 点であり、それは保険料率、退職金との調整、管理運営組織といった内容である。 
まず、保険料率は、初期は低率から初めて段階的に引き上げることとした。つまり、制度初期
は標準報酬月額の 2.5％から 1992 年に 5.0％、1996 年に 7.5％、2000 年に 10.0％へと引き上げ
るとされた。退職金との調整においては、2 つの案が出た。第 1 案は制度の実施初期から使用者
負担分を退職金準備金から転換する案であり、第 2 案は退職金から転換せず、使用者が負担する
案であった。 













                                                     
59 『京郷新聞』「88 年目標 準備委・実務作業班等 まもなく構成、国民福祉年金制の具体化」1984
年 8 月 7 日付。 
60 『京郷新聞』「国民福祉年金 87 年実施確定」1984 年 9 月 13 日付。 
61 国民年金管理公団（1998）86 頁。 
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表 2.1 KDI と保健社会部の制度案の比較（1986 年） 
































B：加入者の最終 3 年間平均報酬月額 
所得代替率 
平均所得者の基準 
20 年の場合 40％ 
30 年の場合 60％ 
40 年の場合 80％ 
20 年の場合 40％ 
30 年の場合 62％ 



















 いくつかの会議や報告を経て政府は、1986 年 9 月 29 日、保健社会部の内部検討案に KDI の
研究内容を反映する形で基本要綱を発表し、9 月 30 日に国民福祉年金法の改正案を確定した。
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表 2.2 国民年金法（1986 年 12 月） 














最低加入期間 15 年 
年金額＝基本年金額＋加給年金額 
基本年金額の算式 2.4（A+0.75B）（1+0.05n） 
※A：均等部分（全加入者の受給直前 3 年分の平均標準報酬月額） 
 B：所得比例部分 
 n：20 年超過加入期間 
所得代替率 
(完全老齢年金) 
20 年の場合 35％ 
30 年の場合 52.5％ 
40 年の場合 70％ 
障害年金 ・資格：1 年以上加入した後、障害の発生時 
・給付 
―1 級：基本年金額の 100％ 
―2 級：基本年金額の 80％ 
―3 級：基本年金額の 60％ 
遺族年金 ・資格：1 年以上加入者又は年金受給権者が死亡時、その遺族（配偶
者、子供、父母、孫、祖父母） 




注：返還一時金が 15 年未満の加入者を対象としているため、最低加入期間は 15 年とした。 
出所：国民年金管理公団（1998）89－91 頁による。 
 












 韓国の退職金制度は 1953 年勤労基準法により導入された。勤労基準法は全 12 章 115 条で構
成された勤労者保護のための法律である。 
 特に、退職者に対する所得補償に関する内容は第 28 条「解雇者に関する支給」に定められて
いる。それは「使用者が勤労者を解雇しようとする場合、30 日分以上の平均賃金を支給しなけ
ればならない。2 年以上勤労した勤労者に対して継続勤労の場合 1 年に対して 30 日ずつ、継続
勤労年数が 10 年以上の場合は 1 年に対して 60 日ずつを加算する」というものである。しかし
このときの法律は任意であった。 
 1961 年 12 月 4 日勤労基準法改正により 30 人以上の事業場における退職金制度は強制適用と
なった。1975 年 4 月 28 日に同法を改正して適用範囲を 30 人以上事業場から 16 人以上事業場
へ拡大した。1987 年 12 月 28 日の改正では 10 人以上事業場に、1989 年 3 月 29 日の改正では
5 人以上事業場にと段階的に適用範囲を拡大してきた。適用範囲の拡大とともに 1980 年 12 月
31 日の改正では「退職金制度を設定することに当たり、一つの事業内に差等制度を定めること













大法院判例（1969 年 1 月 21 日宣告 68 ダ 2130）によると「退職金は勤労契約が継続してい
たが、その勤労契約が終了となるときに勤労者に支給される後払いの賃金の性質を持っている
ものである」としている。さらに、退職金の性格において他の大法院判例（1969 年 3 月 18 日宣
告 68 ダ 2408）をみても、退職金は後払い賃金の性質を持っているとし、1969 年 1 月の判決を
参照判例としている。 




しかし 1998 年の判例（3 月 27 日宣告 97 ダ 49732）では、再び「退職金は使用者が一定期間
を継続勤労し、退職する勤労者に継続勤労に対する対価として支給する後払い的賃金の性質を





























                                                     
63 イ・グンチャン（李根昌）（1987）5－6、8 頁。 
64 同上、18 頁。 
65 ナ・ムンソプ（羅紋燮）（1987）116 頁。 
66 ファン・ジョンヒョン（黄正顯）（1987）108 頁。 
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表 2.3 国民（福祉）年金と退職金制度の調整方案 
社会保障審議委員会 
（1984） 





















－第 1 案：6.8％（1988 年）→2.3％（2000 年） 





・第 1 案：現行制度のまま独立的に運営 



































った。したがって、事業場加入者の保険料率は表 2.4 に示したように、1988～1992 年は 3％（労
使折半）、 1993～1997 年は 6％（事業主 2％、勤労者 2％、退職金転換金 2％）、1998 年以降は、
9％（事業主 3％、勤労者 3％、退職金転換金 3％）と段階的に引き上げることになった。 
 
表 2.4 国民年金の保険料率 
 1988～92 年 1993～97 年 1998 年以降 
事業場 
加入者 
使用者（事業主） 1.5％ 2％ 3％ 
勤労者 1.5％ 2％ 3％ 
退職金転換金 - 2％ 3％ 
計 3％ 6％ 9％ 
 （1995 年 7 月～
2000 年 6 月） 
（2000 年 7 月～
2005 年 6 月） 
（2005 年 7 月 
以降） 
地域加入者 3％ 6％ 9％ 
出所：国民年金管理公団（1998）206 頁。 
 




入者に対する退職金転換金の負担主体の問題がある。国民年金法第 75 条69第 4 項・第 5 項によ
                                                     
67 国民年金史編纂委員会（2015）94 頁。 
68 国民年金管理公団（1998）212 頁による。 
69 国民年金法第 75 条（拠出料の徴収） 




ると、勤労基準法第 34 条第 1 項の規定が適用されない事業場加入者は使用者と加入者の合意に
基づき該当金額を納付することになっているため、負担方法に関する基準が明らかになってい
ない。そこで論争の余地があるので、基準を設ける必要があるとされた。 




そして 3 つ目が退職金転換金納付における実務上の困難さである。在職期間が 1 年未満の期






を議論した。当時の異論を表 2.5 にまとめた。 
 
表 2.5 退職金転換金をめぐる異論 














 これに対して保健福祉部は、在職期間が 1 年未満または退職金制度が適用されない事業場加





第 5 項 勤労基準法第 28 条第 1 項の規定が適用されない事業場加入者に対する退職金転換金に該当
する金額は使用者と当該事業場加入者が合意することに基づき、それを負担しなければならない。 






しかしこのような退職金転換金は 1998 年の国民年金法改正により廃止となり、1999 年 3 月



























                                                     
71 国民年金史編纂委員会 （2015）234－235 頁 
72 財政投融資特別会計法は、1988 年に成立された。この法と 1991 年に施行された基金管理基本法に
より年金基金の相当額が公共部分に投資されるようになった。 





善が必要となった。その状況下で、1962 年 1 月 1 日に開かれた社会保障審議会総会で、末高会
長から厚生年金の第 2 回目の再計算を控え、厚生年金保険部会に厚生年金保険の改正問題の検




























厚生大臣は 1964 年 3 月 4 日の社会保険審議会総会に「厚生省発年第六号 諮問書」を提出
                                                     
75 厚生省年金局企業年金課（1991）37 頁。 
76 同上 42 頁による。 
77 同上 44－46 頁を整理した内容である。 




ったため、労使双方の意見の対立があり、結局同年 4 月 14 日の社会保険審議会では併行答申の
形で行われた。この改正案は 4 月 24 日に閣議で決定され、同月 28 日第 46 回通常国会に提出さ
れたが、実質的な審議が行われることなく会期末をむかえ、廃案となった。再び国会に提出され















































































 この厚生年金基金は、2000 年以降その数を減らしてきており79、2012 年の AIJ 投資顧問事件
80をきっかけに、原則として廃止されることが決まった。そして 2013 年 6 月 18 日に厚生年金基
                                                     
79 福田（2016）によると、その原因は基金の運営利回りの低下と会計基準の変更であるという。 
80 AIJ 投資顧問事件とは、AIJ 投資顧問が全国の企業年金基金などから預かった資産の運用に失敗


















 両制度は結果的にうまくいかなかったといえる。退職金転換金は 1993 年から実際に導入され
るが、1998 年の年金改革のさい、廃止となり、わずか 5 年間しか実施しなかった。また、厚生
年金基金は、導入されてから 25 年がたった 1991 年の時点で、基金数は約 1,500、加入員数は約
1,000 万人で厚生年金被保険者のほぼ 3 人の 1 人が基金の加入員である82ほど、順調であったも














                                                     
81 『朝日新聞』の「運用難の基金は解散、見直し法きょう成立 厚生基金」2013 年 6 月 19 日と
「厚生基金解散、私の老後は 存続でも給付減の可能性」6 月 20 日付による。 




























 まず第一に異なった点は、加入者類型と保険料賦課方式である。国民福祉年金法において 1 種
と 2 種といった加入者を、国民年金法では、事業場加入者、地域加入者、任意加入者に分けた。
また保険料について、国民福祉年金法では 1 種は定率、2 種は定額とされていた。それに対して、
国民年金法はすべての加入者に対して定率とする。所得比例方式を採択し、しかも保険料率を
3％から段階的に引き上げることとしている。なお、事業場加入者の保険料は 1988 年から 1992
年までは労使折半、1993 年からは使用者、加入者、退職金転換金で各々1/3 を負担する。これ
に対し、地域加入者及び任意加入者の場合、本人全額負担となった。 
                                                     
83 韓国における医療保険制度が民主化の中でどのように皆保険化されたかについては、李蓮花（2011）
を参照せよ。 
84 ヤン・ジェジン（2012）326－327 頁による。 
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とである。基本年金額の算定において年金加入期間が 20 年を超える 1 年に対して、加算率が

































表 2.7 国民福祉年金法と国民年金法の比較 
 国民福祉年金法(1973 年) 国民年金法(1986 年) 
対象者 18 歳以上 60 歳未満の国民 
加入者類型 負担能力を考慮 適用対象の拡大 







保険料率 1 種：7％（事業主 4％、勤労者 3％） 





老齢年金 完全・減額・在職者・特例 同左＋早期退職者 












 n：20 年超過加入年数 
所得代替率 
(完全老齢年金) 
1 種(2 種) 
20 年の場合 40％(35％) 
30 年の場合 48％(43％) 
40 年の場合 56％(51％) 
 
20 年の場合 35％ 
30 年の場合 52.5％ 













2. 1980 年代の民主化 
 
 1970 年代から 1980 年代にかけて、韓国の経済は急速に成長し、このような高度経済成長に
より社会全体の中産階級化が進んだ。生活が豊かになり民間部門の成長するにつれ、政府による
                                                     






で 1980 年代の韓国は、1970 年代とは異なる「市民社会的状況」が生まれたと言える86。 
 まず韓国における民主化の過程を整理しておこう。 
 1979 年 10 月 26 日に朴正熙大統領が側近の金裁圭中央情報部長によって暗殺され、18 年間
の朴政権は幕を下ろした。この 10・26 事件の直後、韓国は「政治権力の空白」が生じた。この
空白状況下、当時保安司令官であった全斗煥の率いた新軍部が 12・12 軍事クーデターを起こし、
過渡政府であった崔圭夏政府を有名無実にした。そのなかで、1980 年 4 月から 5 月にかけて労




統領に選出され、第 5 共和国が誕生した。 













死事件、催涙弾によるイ・ハンヨル（李韓烈）氏の死亡事件などが導火線となり、1987 年 6 月
に全国的なデモが行われた。翌年のソウル・オリンピック開催を控え、さらにアメリカからの強





                                                     
86 李蓮花（2011）116－117 頁による。 
87 韓培浩（2004）351 頁。 
88 同上、356－357 頁を整理した内容である。 
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上述したように、国民年金は 1986 年 9 月 29 日に制度改正のための基本要綱を発表し、その
翌日に国民年金を 1988 年に実施することを確定した。そして、改正案についての 13 の関係部
署間の協議を行い、部署の意見の一部を改正案に積極に受け入れた。一部修正された国民年金の
改正案は同年 10 月 4 日に立法予告され、改正案に対する諸団体の意見を求めた。10 月 17 日に
は国民年金実務作業班が構成された。この国民年金実務作業班は、年金と退職金との調整問題に
おいて、労使の対立が激しい中で、公聴会と政策討論会を経て、韓国経営者総協会と韓国労働者
総連盟に対して折衷を行った。その結果、初期 5 年間の年金保険料率 3％は退職金の負担金から
転換せずに、労使が半分ずつ負担し、以降 5 年間の保険料率 6％は退職金転換金 2％を除いた 4％






























































第２部 国民年金の展開（1988 年～現在）―民主政権化における模索と動揺 
 




第 3 章 国民年金の適用拡大 
―1999 年の国民皆年金達成― 
 
1988 年より 10 人以上の事業場において国民年金を施行するために、政府は 1987 年 7 月から
適用対象になる事業場及び加入者について電算システムを構築した。申告案内対象の事業場は
69,270 か所、加入者は 4,575,079 人であり、同年 10 月を一斉申告期間とし、受付が開始された。
1 か月間に一斉申告を行った結果、実際の適用対象と決定された 53,265 事業場の加入者
4,449,394 人のうち、38,045 事業場の 3,611,683 人が加入した。以後、年末まで加入が促進され、
1987 年末には、49,665 事業場の 4,219,097 人が加入して国民年金が開始された。 
次に、政府は「第 6 次経済社会発展 5 ヵ年計画（1987～1991）」において、国民年金の適用拡





第 1 節 被用者（5 人以上事業場）への拡大（1992 年～） 
 
 国民年金の適用対象を拡大するにあたり、実態把握のため、政府は 1989 年、5~9 人事業場に
関する国民年金の拡大適用の可能性及び妥当性に関する実態調査を韓国保健社会研究院に依頼




 1990 年、政府は適用対象規模を把握するため、2 度にわたり実態調査を行った。1 次調査は同
年 4 月から 6 月 15 日まで、2 次調査は 1991 年 8 月から 9 月まで行われた。その結果、加入対
象者は 38,104 事業場の 270,222 人であったが、後に自体年金制度を持つようになった別定郵便
局連合会の郵便局所属員を除き、37,484 事業場の 266,085 人が加入対象者とされた。実態調査
からわかった問題は、①5~9 人事業場における新設・休廃止及び勤労者の転職などにより加入対
                                                     








入対象者は 31,573 事業場の 234,162 人となり、そのうち 28,552 事業場の 213,160 人が加入申
告を行った。対象事業場の 90.4%、対象加入者の 91.0%が国民年金の加入申告を行った。  
 そして 12 月に未申告事業場に対する申告案内と促進活動が行われた結果、30,602 事業場の
231,542 人の勤労者が加入申告し、1992 年 1 月 1 日より 5 人以上事業場を当然加入対象とする
ことになった。 
 























                                                     
90 同上 4－5 頁。 
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表 3.1 農漁民年金制度案の比較 




























満 18 歳以上 60 歳以
下 
・当然加入： 
農 漁 村 に 居 住 す
る 18 歳以上 65 歳
未満の世帯主 
・任意加入： 
所 得 活 動 を す る
家族構成員 
農漁村に居住、 













20 年  Ⅰ・Ⅱ案： 
25 年、65 歳 
Ⅲ案： 
25 年、65 歳、 
40 年、65 歳、 
30年、60歳 
20 年  
受給 
年齢 
65 歳  60 歳  
費用 
負担 









Ⅱ 案 ： 所 得 比 例
（3~9%） 









定額拠出金の 1/2 最 大 に 拠 出 金 の
1/2 
（ 加 入 者 の 所 得


















































































                                                     
91 国民年金史編纂委員会（2015）136 頁。 
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表 3.2 農漁村地域の国民年金施行案 









年金保険料 標準所得月額の 9% 
（但し、2000 年 6 月まで 3%を適用し、5 年毎に 3%ずつ引き上げ） 
保険料賦課基準 所得申告のための基準資料を政府が提示し、加入者が自ら所得を申告す
る。これに基づき所得等級を決定し、事後管理を行う。 
・最低等級所得 22 万ウォン、最高等級所得 360 万ウォン 
国庫支援 年金実施に必要な管理運営費の全額 
農漁民保険料：最低等級年金保険料の 1/3 を定額支援（農村特別税で賄う） 
管理運営組織 国民年金管理公団 
但し、申告及び相談業務は地域医療保険組合の職員が担当する。 
出所：国民年金管理公団（1998）第 2 編 7－8 頁により作成。 
 
 1994 年には 2 度の模擬適用事業が実施された。 
 1 次模擬適用事業は 3 月 14 日から 5 月 4 日までの 50 日間、忠南道ホンソン郡の 3 カ面（農
業地域：ホン北面、漁業地域：西部面、商業地域：ホンソン邑）で 3,361 世帯の 5,629 人を対象




 1 次模擬適用事業における適用対象結果は、表 3.3 のとおりであり、平均所得申告額は 701,567
ウォンであった。 
 
表 3.3 農漁村地域の 1 次模擬適用事業の結果 
区分 計 ホンソン邑 ホン北面 西北面 
適用 
対象 
世帯数 3,361 1,016 1,197 1,148 



















未申告（人数） 202（3.6%） 127（7.9％） 36（1.8%） 39（2.0%） 
出所：国民年金管理公団（1998）第 2 編 11 頁。 
                                                     
92 国民年金管理公団（1998）10 頁。 
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 2 次模擬適用事業の結果は、表 3.4 に示されている。 
 
表 3.4 農漁村地域の 2 次次模擬適用事業の結果 
区分 計 ミョンジュ郡 タンヤン郡 ヨチョン郡 カンルン市 












未申告（人） 4,679 1,525 1,206 1,948 － 
1 等級割合（%） 24.38 24.04 29.20 20.54 20.14 
平均所得額（ウォン） 519,234 455,120 501,420 612,180 534,314 
出所：国民年金管理公団（1998）第 2 編 13 頁により作成。 
 
 2 次模擬適用事業において浮き彫りになったのが、所得の少なさである。2 次模擬適用事業に
おける平均所得額は約 52 万ウォンであり、これは 1 次模擬適用事業の約 70 万ウォンよりも 18
万ウォン少ない。これは所得が過少申告されていることをうかがわせた。農漁民地域における所
得把握については第 4 節でみてみたい。 
 1・2 次模擬適用事業を経て、保健福祉部、内務部94及び国民年金管理公団は、1995 年 2 月 28
日から 4 月 9 日までを準備期間、4 月 10 日から 5 月 31 日までを一斉加入申告期間とした。一
斉加入申告の対象は当然適用と特例適用95とに分けられ、当然適用対象は 18 歳以上 23 歳未満で
所得のある者及び 23 歳以上 60 歳未満の農漁民と自営業者の 2,455 人、特例適用対象は 1995 年
7 月 1 日に農漁村に居住する 60 歳以上 65 歳未満の者のうち、加入を希望した 423,162 人であ
った。そのときの加入申告対象者数を示したのが表 3.5 である。 
 
 
                                                     
93 同上 12 頁。 
94 行政自治部の前身であり、地方行政、地方財政、地方経済、地方税、地方自治団体の監督、災難管
理及び消防に関する事務を管掌する中央行政機関であった。 




表 3.5 農漁村地域の一斉加入申告対象者 
（単位：人） 
区分 類型 対象者数 
18 歳以上の郡地域居住者 7,903,069 
当然適用 小計 2,455,415 
23 歳以上 60 歳未満の者 
18 歳以上 23 歳未満で所得のある者 
2,454,303 
1,112 
特例適用 60 歳以上 65 歳未満 郡地域居住者 
（自営業者と農漁民を合わせて） 
423,162 
































注：住民電算資料（1995 年 2 月 28 日に郡地域に居住する 18 歳以上の者）と国税庁資料（1995
年 3 月 27 日を基準にして 1994 年度総合所得税の課税資料）による。 
出所：国民年金管理公団（1998）第 2 編 17 頁。 
 
 一斉加入申告の結果が表 3.6 に示されており、1995 年 6 月末までの申告率は 96.0％であった。
また、平均所得申告額は 565,004 ウォンであった。 
 






























 当時の年金制度に関する政府機関の動きを表 3.7 にまとめた。 
 
表 3.7 1995 年以降の年金制度をめぐる動き 
1995 年 4 月 
保健福祉部が 1998 年までに都市地域自営業者に国民年金を適用拡大
すると発表 
1995 年 4 月 25 日 世界化推進委員会傘下に国民福祉企画団の発足 
1995 年 5 月 8 日 国民福祉企画団の活動開始 
1995 年 12 月 29 日 
国民福祉企画団主催の公聴会開催 
『QOL 世界化のための国民福祉の基本構想』を発表して意見収斂 
1996 年 2 月 15 日 国民福祉企画団が最終報告書を大統領に提出し、活動を終了 
1996 年 2 月 
国民年金管理公団の内部に「都市地域国民年金拡大適用実務作業団」
を構成し、都市地域拡大の準備業務を推進 
1996 年 4 月 青瓦台社会福祉首席室で公的年金制度改善のための推進方案を検討 
1996 年 5 月 
公団の実務作業団を拡大・改編して「都市地域拡大実務推進団」を構
成 
1996 年 6 月 青瓦台社会福祉首席室が「公的年金改革の長期発展方案」を公開 
1996 年 8 月 
都市地域拡大実務推進団が『都市地域拡大適用方案（草案）に関する
研究資料集』を発刊 
1996 年 9 月 
青瓦台社会福祉主席室主催の懇談会開催 
公的年金改革における意見収斂 
1996 年 12 月 都市地域拡大実務推進団が『国民年金制度の拡大適用試案』を発刊 
1997 年 1 月 6 日 保健福祉部と国民年金管理公団が「都市地域拡大実務推進班」を設置 
1997 年 6 月 16 日 
国務総理室社会保障審議委員会の傘下に「国民年金制度改善企画団」
発足 
1997 年 8 月 8 日 国民年金制度改善企画団が 1 次改善試案を発表 
1997 年 10 月 国民年金制度改善企画団が 2 次改善試案を発表 
1997 年 12 月 国民年金制度改善企画団が年金改善案を提出 
出所：筆者作成。 
 
 表 3.7 からわかるように、保健福祉部は 1995 年には、都市自営業者への年金適用拡大を 1998
年末までに実現しようとしていた96。 
                                                     
96 拡大時期を 1998 年末までと確定した理由としては、保健福祉部が 1995 年を福祉国家建設の元年
60 
 





 都市地域拡大実務推進団は、同年 8 月に『国民年金の都市地域拡大適用方案（草案）に関する
研究資料集』を作成・発刊した。そして、国民年金を農漁村地域に適用拡大をする際に明らかに
なった制度の問題点を分析・改善方案を作るとともに都市地域の自営業者及び日雇い勤労者の
特性に合わせた施行方案を作るため、9~11 月に 7 回にわたって会議が行われた。また、会議の
結果に基づき、12 月に『国民年金制度の拡大適用試案』が発刊された。 
 また、1997 年 1 月 6 日に保健福祉部と国民年金管理公団を中心に「都市地域拡大実務推進班」
（総括班長：保健福祉部年金保険局長）が構成され、4 月までに 5 回の会議を経て都市地域拡大
方案について検討が行われた。 














専門委員会議、全体会議に分けて会議を行い、1997 年 8 月に国民年金の改善方案として 3 つの




                                                     
にすると宣言したこと、都市地域への年金適用拡大を遅延する状況を事前に防ごうとしたこと、6 月
の地方選挙を控えた公約であることが挙げられる（国民年金史編纂委員会（2015）194 頁）。 




である。これらの 3 つの案を表 3.8 に示した。 
 
表 3.8 国民年金制度改善企画団による 1 次試案（1997 年 8 月 5 日） 







18 歳以上 60 歳未満事業場
の勤労者及び自営者（1,950
万人） 






・18 歳以上 60 歳未満事業


























2003 年より 5 年毎に 1 歳
ずつ引き上げ 
（65 歳まで） 
















































注：1）所得代替率は 40 年加入を基準にしており、障害平均所得に対する比率である。 
2）第 2 案の財政運営方式において、基礎部分における 9 年均衡賦課方式とは、保険料算定





そして同年 10 月に、改善試案が公開された。それを整理したのが表 3.9 である。8 月の 3 つ




表 3.9 国民年金制度改善企画団による 2 次試案（1997 年 10 月 2 日） 









    自営業者（任意） 
給付 45% 
（均等 15%、所得比例 30%） 
45% 
（ 基 礎 15% 、 所 得 比 例
25%） 
40% 









支 給 開 始 年
齢 
65 歳まで引き上げ 
（2013 年 61 歳、5 年毎に 1
歳ずつ引き上げ） 
同左 同左 
他 制 度 と の
連携 









第 1 案と同一 













第 1 案と同一 
・制度改善以降： 
改善方案を適用 
第 1 案と同一 

















 第 2 に、所得代替率について、多数意見は、40%（基礎年金 16%と所得比例年金 24%）とし
た。それに対して、少数意見には 50%（基礎年金 20%、所得比例年金 30%）あるいは 60%（均
等部分 30%、所得比例部分 30%）とする案があった。 
 第 3 に、受給開始年齢について、多数意見は、2013 年から 5 年毎に 1 歳ずつ引き上げて、現
行の 60 歳から 65 歳へ引き上げることとした。具体的に表 3.10 の通りである。また、年金の最
低加入年数は 15 年から 10 年へ引き下げることとされた。 
 
表 3.10 国民年金受給開始年齢の引き上げ 
調整年度 2013 年 2018 年 2023 年 2028 年 2033 年 
年金受給開始基準年齢 61 歳 62 歳 63 歳 64 歳 65 歳 










出所：国民年金制度改善企画団（1997）17 頁。  
 
 第 4 に、保険料においては 2010 年以降、段階的に引き上げて、2020 年以降は 12.65%とする。 
 第 5 に、国民年金の財政健全性を保つために、5 年毎に財政再計算を行い、保険料を調整する。 














表 3.11 国民年金制度改善企画団による国民年金の最終改善案（1997 年 12 月 27 日） 


























受給開始年齢 60 歳 2013 年より 5 年毎に 1 歳ずつ引き上
げ（65 歳まで） 
最低加入年数 15 年 10 年（返還一時金を廃止） 
財政運営方式 修正積立方式 基礎年金：賦課方式 
所得比例年金：積立方式 
財政見通し 積立金：2031 年に枯渇 基礎年金：2050 年以降積立度合は 8.3
倍を維持 
所得比例年金：2050 年以降 10.7 倍を
維持 
出所：国民年金管理公団（1998）第 2 編 31 頁。 
 
第 4 節 所得把握問題 
 







 上述したように、1995 年 7 月から国民年金の適用が農漁民まで拡大された。当然のことなが
ら、事業場加入者と違って、農漁民の所得把握は困難である。そこで制度適用にあたっては、定
額拠出への転換や標準報酬月額等級を 53 等級から 3 等級へ単純化することなどが提案され98、
                                                     
98 農漁村地域加入対象者の中位所得までをⅠ等級、加入対象の 3/4 位所得までをⅡ等級、それ以上を














・畜産所得は畜産種目別に 1 頭当たりの平均所得を算出する 








一方、国民年金の適用を農漁民まで拡大した際、標準所得等級を既存の 53 等級から 45 等級




≪国民年金法施行令 47 条≫ 
                                                     
は 61 万ウォン、Ⅲ等級は 79 万ウォンが適用等級となる（チョン・キョンベ（鄭敬培）ほか（1992）
93 頁、103 頁）。 
99 農漁村地域住民の所得を農業所得（農地所得と畜産所得）、漁業所得、事業所得、勤労所得に分け
て各所得類型別の所得を推定した後、保険料賦課対象所得は農業所得のみに限定し、農業所得を 15
等級（1 等級 25 万ウォン未満～15 等級 285 万ウォン以上）に区分した。（コ・チョルギ（高喆基）ほ
か（1993）22、63－64 頁）。 











－農業経営で年間 100 万ウォン以上の農畜産物を販売する者 
－1 年のうち、90 日以上農業に従事する者 
・林業人：営林業・林産物生産業もしくは野生鳥獣飼育業を直接に営む者または従事する者
で以下のうち一つに該当する者 
－林業経営で年間 100 万ウォン以上の林産物を販売する者 
－1 年のうち、90 日以上農業に従事する者 
・漁業人：直接に漁業に営む者または従事する者で、以下のうち一つに該当する者 
－漁業経営で年間 100 万ウォン以上の水産物を販売する者 




し、これを農業の販売額に上乗せして計算する。（施行規則 38 条２①） 
－農業、林業もしくは漁業の従事期間の合算：農業の従事期間に林業の場合は 1 倍、行業








負担する保険料のうち、標準所得月額の最低等級（1 等級 22 万ウォン）の保険料の 1/3 に当た










                                                     
103 「22 万ウォン×３％×1/3＝2,200 ウォン」から出た額である。 
104 導入当時は 10 年間（2004 年 6 月まで）のみに支援するとしたが、2003 年 4 月に農林部が延長の




図 3.1 都市自営業者の標準所得月額の決定 
第 1 段階  
 
加入者に「申告勧奨所得月額」を提示  
↓   
第 2 段階   提示された申告勧奨所得月額に基づき、所得月
額・業種を記載した所得申告書を提出する。 加入者本人の所得申告  
↓   
第 3 段階   ・申告所得月額と申告勧奨所得月額を照らし合
わせる。 
・申告勧奨所得月額の 8 割未満の申告者に対し
て 8 割以上になるよう再申告を誘導する。 
・申告の妥当性を検証  
・所得の過少申告者に適正申告を誘導  
↓   













 図 3.1 に示したように、まず加入者の申告勧奨所得月額を算定し（第 1 段階）、次に加入者本
人に所得申告を行わせる（第 2 段階）。そして公団は申告勧奨所得月額と加入者本人の申告所得
書を比較したうえで、申告所得額の妥当性を検証し（第 3 段階）、最終的に標準所得月額を決定
する（第 4 段階）。 
 第 1 段階の申告勧奨所得は、以下のように行われる。 
















勧奨所得の類型別の算定方法をまとめたのが表 3.12 である。 
 


































注：対象者数は 1998 年 12 月 31 日基準である。 
出所：イ・ヨンハ（李容河）＝イ・チュンソプ（李忠變）（2000）10、12 頁。 
 







                                                     












 都市自営業が申告した平均所得月額は 84 万ウォンであったが、これは事業者加入者の平均所
得月額（144 万ウォン）の 58.5％に過ぎない額となり、所得の過少申告が浮き彫りになった。こ
れは所得の過少申告問題のみならず、国民年金体系に関する問題へと広がった110。 





 同委員会の第 2 次会議資料111をみると、表 3.13 に示したように、国民年金の拡大適用による
新規加入者（都市地域居住、18 歳以上 60 歳未満）は 884 万人であり、その内訳をみると自営者







                                                     
106 国民年金史編纂委員会（2015）247－248 頁による。 
107 国税庁の 1998 年度課税資料が 1999 年 5 月に総合申告され、同年 11 月に確定されたことにより
IMF による所得減少が反映されなかったという。 
108 訪問のみによる申告だったが、電話や FAX でも可能にした。 
109 保健福祉部（1999）「国民年金の拡大推進上問題点及び補完対策」報道資料。 




111 国民医療保険管理公団（1999）38－47 頁。 
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表 3.13 都市地域の新規加入者（1999 年） 
（単位：万人） 
区分 所得申告 納付例外 計 
自営者 事業者登録者 
（課税資料保有） 
70 15 85 
事業者登録者 
（課税資料未保有） 
94 37 131 
事業者登録の義務なしの
零細商 
118 113 231 
小計 282（63.1%） 165（36.9%） 447（51%） 
賃金 
勤労者 
5 人未満の事業場 64 125 189 
臨時職・日雇職、時間制等 56 193 249 
小計 120（27.4%） 318（72.6%） 438（49%） 




しかし、新規加入者のうち、課税資料のある対象者は一部の事業者登録者 85 万人と 5 人未満





表 3.14 自営者に対する所得把握方法 
区分 所得税 国民年金 医療保険 
所得基準 前年度所得 前年度標準所得月額 前年度標準所得月額 















































その後、付加価値税の課税特例制度113の廃止（2000 年 7 月）、金融所得総合課税制度114の再実





本章では、国民年金の皆年金化過程を考察した。韓国の国民年金は、1988 年に 10 人以上事業























第 4 章 国民年金の改革 
 
韓国の国民年金制度は 1988 年に実施され、2008 年に 20 年加入の老齢年金の受給者が出始め





2003 年の第 1 次財政計算の結果に基づいて 2007 年に年金改革が行われた。2008 年に行われ
た第 2 次財政計算は、第１次財政計算に比べると財政収支が赤字に転じる年度が 2036 年から
2044 年に 8 年延び、積立金が枯渇する年度は 2047 年から 2060 年に 13 年延びた。これは第１





第 1 節 1998 年の改革（第 1 次年金改革） 
 





まる 2008 年までは積立金が増えていくが、以降は年金給付の増加により、2020 年に財政収支
赤字が発生し、2031 年に積立金が枯渇すると見込まれ、これにより国民年金に対する国民の懸
念が非常に高まったのである。さらに、1997 年度の高齢化率は 6.3%であったが、2000 年度に
は 7%を超えて高齢化社会に入り、2022 年には 14%を超えて高齢社会に入るという見込みが示
され、年金財政に対する不安をあおることになった。 




70%から 40%に引き下げつつ、支給開始年齢を 60 歳から 65 歳に引き上げて、最低加入年数を
                                                     
115 国民年金法第 4 条第 2 項、施行令第 11 条。 
116 国民年金法第 4 条第 2 項により 5 年毎に実施するとされた。 
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15 年から 10 年に引き下げる、③保険料率は 2010 年以降、段階的に引き上げる、④5 年ごとに
財政再計算を実施して保険料率を調整するというものだった。 
 この制度改善案が示した財政推計結果によれば、前年度末積立金の当年度支出に対する倍数
を示す「積立度合」は、2050 年以降、基礎年金については 8.3 倍が、所得比例年金については




一方、1997 年末に韓国において大きな転換が生じており、特に IMF 危機と政権交代120という
観点から年金改革における動きを検討する必要がある。 




保健福祉部が取りまとめた具体的な改革案の主な内容は、表 4.1 及び表 4.2 に整理したとお
り、①所得代替率を 50%、55%、60%の 3 つのシナリオに分けて、保険料率及び財政を推計す
る、②IMF 救済プログラムの下にある経済状況を考慮して保険料率を 2009 年まで 9%に維持す
るが、2010 年以降は 5 年ごとに人口構造及び経済･社会の変化に応じて調整する、③年金支給開





                                                     
117 国民年金制度改善企画団（1997）20 頁。 
118 参与連帯が代表的であり、参与連帯は 1997 年 12 月 30 日に声明書を出し、企画団の所得代替率






った（『朝鮮日報』「小遣いのため、毎月月給から取ったのか」1997 年 12 月 30 日付）。 
120 金泳三政府（1993 年 2 月～1998 年 2 月、いわゆる文民政府）から金大中政府（1998 年 2 月～
2003 年 2 月、いわゆる国民の政府）に変わることを意味し、特に史上はじめて与党と野党の政権交
代であった。 





表 4.1 国民年金制度と国民年金制度改善企画団の改善案及び保健福祉部の改善案との比較 
 当時制度（1997 年） 企画団の制度改善案（1997
年） 
保健福祉部の改善案 











2009 年まで 9%維持し、 




表 4.2 参照 











支給開始年齢 60 歳 2013 年より 5 年ごとに 1 歳ずつ
引き上げ(65 歳まで) 
同左 













表 4.2 参照 
注：本表のうち「当時制度」と「企画団の制度改善案」は、表 3.11 を再調整したものである。 
出所：国民年金制度改善企画団(1997)、韓国保健社会研究院(1998)により作成。 
 
表 4.2 保健福祉部案による所得代替率別保険料率及び財政推計 
所得代替率 2010 年 2015 年 2020 年 2025 年 備考 
50% 10.80% 12.50% 14.20% 15.90%  
55% 10.85% 12.65% 14.45% 16.25% 
2080 年の積立金: 
1,885 兆ウォン 
60% 11.20% 13.40% 15.60% 17.80% 
2080 年の積立金: 
2,013 兆ウォン 
出所：韓国保健社会研究院(1998) 17 頁。 
 
結果的に、保健福祉部は企画団の案のうち、年金支給開始年齢の引き上げ、最低加入期間の
                                                     









保険料率は 2009 年まで 9%を維持する、などの改革案を国会に提出した。 
国会では年金の給付水準をめぐる議論が行われた。当時の与党である民主党と野党であるハ
ンナラ党は労働界（韓国労総と民主労総）と市民団体(参与連帯)の反対を意識し、所得代替率に
ついて保健福祉部案の 55%より高い 60%に設定した。 








第 2 節 世界銀行（World Bank）と公的年金改革－救済基金の対価－ 
 
 周知のように、韓国は 1997 年に金融危機に落ちた。金融危機は経済的・社会的に大きなショ
ックを与えた。そこで、金大中政府は IMF（国際金融機構）に救済金融を要請し、世界銀行から
構造調整の借款を導入することとした。1998 年 3 月に世界銀行から 20 億ドルの借款を受け入
れるさいに、世界銀行は金融、企業、労働市場および社会安全網に対する構造調整を求めた。社
会安全網部分に公的年金の構造調整が含まれていた125。 
 具体的に世界銀行は 1998 年 10 月までに年金改革を推進する委員会を構成し、1999 年 11 月
までに改革案の試案を求めた。そのため、政府は 1998 年 12 月に「公・私年金制度改善実務委
                                                     
123 ヤン・ジェジン（2008）140 頁。 
124 従来には国民年金管理公団の運営に加入者を参加させなかったが、法改正により公団の非常任理
事 6 人に使用者、勤労者、地域加入者を代表する各 1 人以上が参加できるようになった。さらに、
国民年金審議委員会を諮問機関から実質的な審議機関として拡大・改編するとともに委員数を 15 人
から 20 人に、加入者代表をも 9 人から 14 人に増やした。 
また、国民年金基金運用委員会にも加入者代表 3 人を含む 15 人から加入者代表 12 人（労使各 3
人、地域加入者 6 人）、政府部署の当然職委員 6 人と公益委員 2 人となった（国民年金公団
（2008）111－112 頁）。 
125 国民年金史編纂委員会（2015）2019 頁とヤン・ジェジン（2001）237－238 頁による。 
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員会」126を発足させた。同委員会は委員長、常任実務委員 2 人、公務員 9 人、市民団体 5 人、専
門家 11 人で構成され、活動をはじめた。そして発足して 3 カ月後、改革案を作成するために実











 同委員会の活動期間は 1999 年 11 月までとなっていたが、単一案を出せなかったため、期間
を 2000 年 5 月までに延長したにもかかわらず、合意に至らなかった。それで 1999 年 12 月の中
間報告で３つの案を提示したが、報告を受けた保健福祉部と社会保障審議委員会はそれらの案





現行の制度を補完する、第 2 案は、国民年金の所得代替率を 60％から 45％に引き下げて国民年
金を中心に特殊職域年金を吸収・統合する、第 3 案は、基礎年金と所得比例年金を導入する、そ







                                                     
126 世界銀行が求めた年金改革には国民年金だけではなく、特殊職域年金、退職年金および私的年金
のような私的年金も含まれていた。 
127 国民年金史編纂委員会（2015）220－221 頁。 
128 同上 221－222 頁。 
129 ヤン・ジェジン（2008）146 頁。 
130 国民年金史編纂委員会（2015）220 頁。 
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第 3 節 2007 年の改革（第 2 次年金改革） 
 
1. 第 1 次財政計算に基づく改革案の廃止 
  
以上のように、1998 年の年金改正案に基づき 2003 年にはじめて財政計算が行われた。政府










るものの、2035 年にピークに達して 2036 年に収支赤字が発生し、2047 年に積立金が枯渇する
と見込まれた。この結果に基づいて、制度発展専門委員会は財政安定化について議論した。その
際に論争となったのは、どのような状態を財政が長期的に安定な状態とみるかであり、結局、4
つの財政目標が仮定された。第 1 は 2070 年の積立度合が 2 倍になること、第 2 は 2070 年の積
立度合が 5 倍になること、第 3 は収支赤字が起きないこと、第 4 は 2070 年まで完全積立に必要
な積立金を持つことである。以上の財政分析について、詳しくは第 5 章第 2 節 1 で述べる。 
 第 1 次財政計算の結果に基づいて、委員会は財政安定化の方案として 3 つの改革案を提示し
た。表 4.3 に示したとおり、これらの改革案は所得代替率と保険料率との組み合わせ132である。
第 1 案は、所得代替率は現行の 60%を維持し、保険料率は 2010 年から 2030 年にわたって 5 年
ごとに 2.17%ポイントずつ引き上げて、2030 年に 19.85%に達した段階で、それを 2070 年まで
維持する、とした。第 2 案は、所得代替率を 60%から 2004 年に一気に 50%に引き下げて、保
険料率は 2010 年から 2030 年にわたって 5 年ごとに 1.37%ポイントずつ引き上げて、2030 年に
15.85%に達した段階で、それを 2070 年まで維持する、とした。第 3 案は、所得代替率を 2004
年に 40%に引き下げて、保険料率は 2010 年から 2030 年にわたって 5 年ごとに 0.57%ポイント
ずつ引き上げて 2030 年に 11.85%に達した段階で、それを 2070 年まで維持する、とした。 
 
 
                                                     
131 韓国の国民年金における「死角地帯」について鄭在哲（2007）6 頁を参照。 




表 4.3 第 1 次財政計算による改革案 
 第 1 案 第 2 案 第 3 案 
所得代替率 60% 50% 40% 
保険料率 19.85% 15.85% 11.85% 
出所：国民年金発展委員会（2003）15－16 頁。 
 
 3 つの改革案のうち、学界、言論界、シンクタンク、政府部処などは第 2 案を支持した。しか
し、労働界は財政推計の方法論に問題を提起して第 2 案に反対し133、また使用者団体は負担が一
番少ない第 3 案を支持した134。 





















                                                     




135 朴正培（2009）47 頁。 






 また、2004 年 5 月頃には、インターネット上で「国民年金の 8 大秘密」138などが話題になり、
それが国民年金反対運動にまで発展して、国民年金に対する国民の不信が極まった。これをきっ
かけに国民年金に対する政治的関心も高まった。この状況の下、政府をはじめ、各政党が改革案
を提案した。これをまとめたのが表 4.4 である。 
 
表 4.4 2004 年段階の国民年金改革案 
 政府案 ヨンリンウリ党(与党) ハンナラ党(野党) 
所得代替率 2004 年~2007 年 55% 
2008 年以降 50% 
2004 年~2007 年 55% 
2008 年以降 50% 
基礎年金で 20% 
所得比例年金で 20% 
保険料率 2010 年から 5 年ごとに
1.38% ず つ 引 き 上 げ 、



























特別委員会は 11 月 1 日から保健福祉部、国民年金公団及び国民年金研究院を中心にして「国民
年金法改正推進状況班（T/F）」を構成し、2 日から企画予算署など関係部署と実務協議を進める
など本格的に活動をはじめた。特別委員会は当時の与党（ヨンリンウリ党）のイ・ソクヒョン議
員を委員長とし、与党（9 人）と野党（ハンナラ党 8 人、民主党 1 人、民主労働党 1 人）議員139
                                                     
137 朴正培（2009）48 頁。 











らで構成され、その活動期間を 2006 年 2 月までとされた。 
特別委員会は 11 月 16 日に第 1 次会議を、同月 29 日に第 2 次会議を開催したが、運営委員会
の構成から意見が合わず、財政安定化と基金管理運用体系の改善方案について議論する小委員


























交渉を通じて、ようやく 2007 年 7 月に国民年金改革法が成立した。 
2007 年に成立した年金改革の主な内容は、基礎老齢年金の導入と国民年金の所得代替率引き
下げである。 
基礎老齢年金は、2008 年 1 月から、65 歳以上の高齢者のうち所得下位 60%の低所得者に対
                                                     
140 大統領諮問政策企画委員会（2008）73 頁による。 




範囲を拡大し、給付額も 2028 年に 10%まで引き上げることとされた。基礎老齢年金について
は、第 6 章で改めて詳しく検討する。 
また、国民年金は現行の保険料率（9%）を維持しながら、所得代替率を 2028 年までに 40%
に引き下げることが決定された。さらに、出産クレジット及び軍服務クレジットの導入、分割年
金の一部の改正など、さまざまな給付の改革が行われた。年金給付に関係する主な改革内容は、
表 4.5 に示した通りである。 
 
表 4.5 2007 年の年金改革における主要な改革内容（年金給付に関わる内容を中心に） 
給付水準の引き下げ 
(所得代替率の引き下げ) 
40 年の加入を基準にして所得代替率を 60%から 40%に引き下げる 
－2008 年に 50%へ引き下げた後、2009 年より毎年 0.5%ずつ引き下げて、
2028 年以降は 40% 
基本所得月額制の導入 「標準所得月額」を「基準所得月額」に変更して、等級制ではなく、加入者
の実際所得を基準に保険料を賦課する(2008 年 1 月 1 日より施行) 
軍服務クレジットの導入 軍服務期間のうち、6 ヶ月を国民年金の加入期間として認めて、老齢年金の
算定時に反映する(2008 年 1 月 1 日以降兵役義務を遂げた者から適用) 
出産クレジットの導入 加入者または加入者であった者に 2 人目の子に対しては 12 ヶ月を、3 人目
の子に対しては 30 ヶ月を、4 人目の子に対しては 48 ヶ月を、5 人目以降の
子に対しては 50 ヶ月を、それぞれ加入期間として認める 
(2008 年 1 月 1 日より生まれた 2 人目の子以降の者から適用) 
遺族年金の受給資格の男女
差別の廃止 
男女とも最初の受給期間を 5 年から 3 年にし、所得活動に関わらず、受給再
開年齢は 50 歳から 55 歳にする 





減 額 老 齢 年 金 の 支 給 率
2.5%引き上げ 




－支給率を年齢別に 75%~95%から 70%~94%へ引き下げ 
－65 歳以前に所得活動をする場合に停止していたのを、所得活動による支
























第 2 次年金改革は紆余曲折を経て成立したが、第 1 次財政計算の結果に基づく改革案とはか
なり異なる改革である。前述のように、第 1 次財政計算に基づいて、政府は所得代替率を 60%
から 50%に引き下げつつ、保険料率を 9%から 2030 年まで 15.85%へ引き上げる改革を試みた。
しかし、実際の第 2 次改革は、保険料率を 9%のまま維持しつつ、所得代替率を 60%から 2028
年以降 40%に引き下げるものであった。 
当初の政府案とは異なる改革が行われたことについて、チョ・ギウォンほか(2009)は 2 つの












3. 第 2 次財政計算以降の改革（2008~2012 年） 
 
 2008 年に実施された第 2 次財政計算の過程については第 5 章第 2 節 2 で詳しくするが、ここ
では第 2 次財政計算の結果に基づき、どのような議論が行われたのかを整理しておこう。 











                                                     
142 チョ・ギウォンほか（2009）218 頁。 


















 2013 年に実施された第 3 次財政計算については第 5 章第 2 節 3 で検討するが、それでも積立
金は 2060 年に枯渇すると推計された。それを受けて作られた制度改善案は、加入の内実化（内
部の充実化）、国民年金制度における賦課及び給付の合理化、国民年金の財政安定化、国民年金
















                                                     
144 国民年金運営改善委員会（2008）21－23 頁による。 
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 表 4.6 において、加入の内実化の一環として検討された失業クレジット制度が 2016 年 8 月か
ら施行された。これは失業により年金の加入期間が短くなることを防ぎ、国民年金保険料を 1 カ
月以上納付したことのある求職給付受給者が年金保険料の納付を希望する場合に求職給付を受
給する期間（最大 12 カ月まで）について保険料の 75％を支援する制度である。 
 また、国民年金の基金運用においては、国民年金の基金運用と財政安定、長期投資者としての




                                                     
145 EITC は勤労低所得層（働いているにも関わらず貧困状態に落ちている階層を意味）を対象とし




表 4.7 第 3 次財政計算に基づく基金運用改善案 




































 1988 年より実施された国民年金は改革に伴い、制度内容も変貌してきた。その 2018 年現在
の概要を示したのが表 4.8 である。 
 まず、給付種類において、分割年金が設けられ、女性の年金受給権の強化を図ろうとした。ま
た、最低加入年数は 15 年から 10 年へと短縮された。その一方で、年金受給開始年齢は 60 歳か












表 4.8 国民年金制度（2018 年） 
対象者 国内に居住する 18 歳以上 60 歳未満の国民及び外国人 
加入者類型 ・事業場加入者：1 人以上事業場の勤労者と使用者 
・地域加入者：事業場加入者ではない者 
・任意加入者：適用除外者の中、本人の希望により加入した者 





給付種類 ・年金：老齢年金、分割年金、障害年金（1~3 級）、遺族年金 
・一時金給付：返還一時金、死亡一時金、障害一時補償金（4 級） 
老齢年金 老齢・所得活動による老齢年金・早期・分割 
最低加入期間 10 年 
受給開始年齢 62 歳 
（2012 年までは 60 歳であったが、2013 年から 5 年毎に 1 歳ずつ引き上げている） 
年金額＝基本年金額＋扶養家族年金額 
基本年金額 1.350（A＋B）（１＋0.05n/12） 
※1.350：所得代替率が 45％になるように設定された常数（2018 年） 
A：全加入者の年金受給直前 3 年間の平均所得月額の平均額 
 B：加入者の加入期間中の平均額 




―初診日当時、加入期間が 10 年以上であること 
―初診日当時、年金保険料を納付した期間が加入対象機関の 3 分の 1 以上であるこ
と 
―初診日の 5 年前から初診日までの期間のうち、年金保険料の納付期間が 3 年以上
であること 
・給付： 
 ―1 級：基本年金額の 100% 
 ―2 級：基本年金額の 80% 
 ―3 級：基本年金額の 60% 
遺族年金 ・資格：死亡した者が以下のうち、1 つに当てはまる場合 
①老齢年金の受給権者 
②加入期間が 10 年以上の加入者または加入したことのある者 
③年金保険料の納付期間が加入対象期間の 3 分の１以上の加入者または加入したこと
のある者 
④死亡日の 5 年前から死亡日までの期間のうち、年金保険料を納付した期間が 3 年以
上の加入者または加入したことのある者 





 －10 年未満：基本年金額の 40% 
 －10 年以上 20 年未満：基本年金額の 50% 
 ―20 年以上：基本年金額の 60% 




 －2 人の子供：12 か月 
 －3 人の子供：30 か月 
 －4 人の子供：48 か月 
 －5 人の子供：50 か月 
・失業：年金保険料を 1 か月以上納付したことのある求職給付受給者が年金保険料の
納付を希望する場合、最大 12 か月間に年金保険料の 75%を支援 
運営主体 国民年金公団 
基金運用 国民年金基金運用委員会（委員長：保健福祉部長官） 
注：軍服務と出産クレジット制度は 2008 年から、失業クレジットは 2016 年 8 月から実施された。 
出所：保健福祉部 HP に基づいて作成 
（ http://www.mohw.go.kr/react/policy/index.jsp?PAR_MENU_ID=06&MENU_ID=064101 、
2018 年 9 月 30 日アクセス）。 
 
















                                                     
146 有森（2011）34 頁。 
147 NDC （Notional Defined Contribution）とは、みなし拠出建ての賦課方式の制度で、拠出段階と
給付段階を分離した制度である。1990 年代にパラダイマティックな改革として登場し、1999 年のス
ウェーデン年金改革における NDC への転換によって世界的に注目されることになった。 







 本章では、国民年金の改革について考察した。韓国の国民年金は 1998 年と 2007 年に大きな
改革を行った。1998 年と 2007 年の改革は両方とも年金の所得代替率の引き下げが中心であり、
これによって国民年金の所得代替率は 1988 年の 70％から 2028 年の 40％へと著しく引き下げ
られた。さらに、年金支給開始年齢は 60 歳から 65 歳へと引き上げられた。 
 また、1998 年の国民年金法改正により財政計算が導入され、2003 年に第 1 次財政計算を行っ





























第 5 章 国民年金と財政 
 
第 4 章で述べたように、1998 年度の国民年金法改正により国民年金の財政計算が導入された。 
2003 年の第 1 次財政計算をはじめ、2008 年に第 2 次財政計算、2013 年に第 3 次財政計算が





第 1 節 年金の財政推計の経緯150 
 
1. 国民年金制度の導入以前(1989 年以前) 
 




（１） 1982 年 





が、10 人以上の事業所加入者の対経済活動人口比率割合は 1970 年の 10%から 1977 年には 20%
へと上昇しており、比率は持続的に上昇すると予想されていたが、1981 年以後、年平均増加率
は 1.1%から漸進的に鈍化し、1990 年には 0.11%になり、それ以降はもう増えないと仮定され
た。 
 年金保険料の収入は毎年の加入者に加入者の平均報酬と年金保険料率を乗じて算出されたが、
年金保険料率は 3.5%、5.0%、7.0%、10.0%の 4 つの場合が仮定された。平均報酬は基準年度の
性別・年齢別の平均賃金に平均賃金上昇率を適用して算定された。 
 支出は、年金給付支出、返還一時金、行政管理費に分けられ、さらに年金給付支出は老齢年金、
遺族年金、障害年金に分けられた。老齢年金の受給開始年齢は男性 60 歳、女性 55 歳と仮定さ
れた。老齢年金額は基本年金額と扶養家族年金額との合計額であるが、基本年金額は年金受給前
















 1985 年の財政推計を行うに関して、年金制度は 1986 年より施行され、加入対象は 10 人以上





は 2030 年代後半に基金が枯渇し、5～10%の場合は 2050 年代初頭に枯渇するが、10%の場合は
枯渇しないと予想された。 
 








                                                     
152 保健福祉部のヤン・ムス事務官、国民年金管理公団のイ・ビョンチャンとチェ・ヒョンを含めた










に 435 万人が加入し、5,279 億ウォンの積立金が生じた。 
人口の見通しは、米国勢調査局の PROJ5 プログラムを利用し、1985 年合計特殊出生率を 1.7
人に仮定し、平均寿命は男性 64.9 歳、女性 71.3 歳と設定し、5 年ごとに人口を推計した。また、
当時の国民年金法に基づいて、国民年金の加入者は、10 人以上の当然適用事業所加入者、一定
の資格を持つ 5～9 人の事業所の任意加入者、自営業者を主にしている地域加入者及び任意継続
加入者に分けられた。推計では、1991 年後半期から当然適用事業所の範囲が 5～9 人の事業所ま
で拡大すると仮定され、これらの任意加入者が当然適用加入者に含められた。したがって、現在
の地域加入者は当時の加入者の推計には含まれていない。 
一方、年金保険料率は当時の国民年金法に基づいて、1992 年までは 3%、1993～1997 年は 6%、
1998 年以降 9%に設定された。納付率は、表 5.1 に示したように、中長期的には 100%になると
仮定された。 
 
表 5.1 MK-90 モデルにおける国民年金の納付率の仮定 
  事業所加入者 地域加入者 任意継続加入者 
1988 年 0.9897  0.9927  0.9845  
1989 年 0.9900  0.9900  0.9845  


















                                                     





ており、図 5.1 に推計の流れを示した。 
 




 図 5.1 からわかるように、まず人口の見通しが行われるが、ここでは統計庁の「将来人口推計」






















表 5.2 NPPM1995 モデルにおけるマクロ経済の変数の見通し 
（単位：％） 
  1995～1998 年 1999～2010 年 2011～2030 年 2031～2050 年 
実質経済成長率 6.0  5.0  4.5  3.0  
物価上昇率 5.0  4.0  3.5  2.5  
所得上昇率 10.0  7.5  6.5  5.0  









表 5.3 NPPM1995 モデルによる財政推計の結果 
加入種別 収支赤字年度 基金の枯渇年度 
統合運営 2025 年 2033 年 
分
離 
事業場加入者 2027 年 2035 年 
農漁民加入者 2017 年 2024 年 
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表 5.4 モデル別の推計期間の仮定 
NPPM1995 NPPM1997 NPPM1999 NPPM2003 NPPM2008 NPPM2013 
1995～2050 年 1998～2080 年 2000～2080 年 2002～2070 年 2008～2078 年 2013～2083 年 








表 5.5 に示したように、合計出生率について、NPPM1995 は 1991 年の統計庁の人口推計に
基づいて 1.6 人（1990 年以降）とし、NPPM1997 と NPPM1999 は 1996 年の統計庁の人口推
計により 1.8 人とした。 
 




NPPM1995 1.6 人（1990 年以降） 1.6 人 
NPPM1997 1.74 人（1995)→1.8 人(2015) 1.8 人 
NPPM1999 1.74 人（1995)→1.8 人(2015) 1.8 人 
NPPM2003 1.47 人（2000)→1.4 人(2015) 1.4 人(2050)→1.51 人(2070) 
NPPM2008 
基本仮定： 
1.08 人（2005)→1.28 人(2030) 
代案仮定： 
1.08 人（2005)→1.6 人(2015) 
基本仮定：1.28 人 
代案仮定：1.6 人 
NPPM2013 1.23 人（2010）→1.41（2030） 1.42（2045 年以降） 
注：2008 年の第 2 次財政計算において将来合計特殊出生率に 2 つのケースが仮定された。基本


















男 67.37 歳(1990)→74.87 歳(2020) 76.82 歳(2050) 
女 75.37 歳(1990)→79.13 歳(2020) 80.84 歳(2050) 
NPPM1997 
男 69.55 歳(1995)→75.42 歳(2030) 75.42 歳(2080) 
女 77.42 歳(1995)→82.45 歳(2030) 82.45 歳(2080) 
NPPM1999 
男 69.55 歳(1995)→75.42 歳(2030) 75.42 歳(2080) 
女 77.42 歳(1995)→82.45 歳(2030) 82.45 歳(2080) 
NPPM2003 
男 72.06 歳(2000)→79.95 歳(2050) 80.95 歳(2070) 
女 79.50 歳(2000)→86.24 歳(2050) 87.14 歳(2070) 
NPPM2008 
男 75.10 歳(2005)→82.90 歳(2050) 82.9 歳(2078) 



































































































表 5.8 モデル別のポートフォリオ及び収益率の仮定 
モデル 仮定 
NPPM1995 
・ポートフォリオ：公共部分 50%、金融部分 40%、福祉部分 10% 
・収益率：金融部分(会社債)利子率、公共と福祉部分は金融部分収益率の 75% 
NPPM1997 
・ポートフォリオ：公共部分 55%、金融部分 40%、福祉部分 5%(1997－8) 
        →公共部分 30%、金融部分 65%、福祉部分 5%(2040－80) 
・収益率：金融部分(会社債)利子率、公共部分は金融部分収益率の 90%、 
     福祉部分は金融部分収益率の 80% 
NPPM1999 



























































     地域加入者：64%(2007－10)→80%(2050－78) 
・地域加入者の所得水準(事業所加入者の所得対) 




     地域加入者：66.6%(2011～2015 年)→80%(2050 年以降) 
・地域加入者の所得水準(事業所加入者の所得対) 








た。それにより、前項でふれたように、2003 年に第 1 次財政計算(NPPM2003)が、2008 年に第
2 次財政計算(NPPM2008)が、2013 年に第 3 次財政計算が行われ、2018 年には第 4 次財政計算
を控えている。 






1. 第 1 次財政計算（2003 年） 
 
 第 1 次財政計算では、推計期間について制度の成熟、人口高齢化、人口推計の不確実性、外国
の財政推計期間を考慮して、2070 年までの推計が行われた156。 
 この財政計算では、表 5.10 及び図 5.3 に示したように、積立金は持続的に増加するものの、
2035 年に 1,715 兆ウォンでピークに達して、2036 年に収支赤字が発生し、2047 年に積立金が
枯渇すると推計されたのである。 
 















                                                     
156 国民年金発展委員会（2003）71 頁による。 
保険料収入運用収入 年金拠出金
2002 9.0 19,513     13,446     6,067      2,210         2,106         17,303      92,798        34.2
2005 9.0 29,687     19,024     10,663    4,219         4,093         25,468      160,396     32
2010 9.0 50,080     27,739     22,341    11,094      10,921      38,986      328,694     26.1
2015 9.0 74,678     37,897     36,780    19,091      18,860      55,587      571,775     27
2020 9.0 109,073  50,174     58,899    35,010      34,701      74,063      908,028     23.8
2025 9.0 135,186  64,052     71,134    64,936      64,532      70,250      1,256,246  18.3
2030 9.0 170,648  80,235     90,413    111,103    110,576    59,545      1,581,638  13.7
2035 9.0 186,032  94,311     91,721    181,177    180,504    4,855         1,715,359  9.4
2036 9.0 189,069  97,543     91,525    201,456    200,749    12,387-      1,702,972  8.5
2040 9.0 191,224  111,041  80,184    289,188    288,329    97,964-      1,447,808  5.3
2045 9.0 164,768  129,806  34,962    414,321    413,225    249,553-    526,472     1.9
2047 9.0 139,326  139,326  0 473,542    472,333    334,216-    96,159-        0.5
2050 9.0 154,610  154,610  0 561,966    560,567    407,356-    
2060 9.0 201,822  201,822  0 895,032    892,859    693,210-    















第 1 次財政計算における主な目的は財政安定であったため、推計期間の 2070 年を基準にして
4 つの財政目標を仮定し、表 5.11 に示したように、財政目標別に必要な保険料率も算定された。
4 つの財政目標は、①2070 年の積立度合が 2 倍以上であること、②2070 年の積立度合が 5 倍以
上であること、③2070 年まで収支赤字が発生しないこと、④2070 年まで完全積立に必要な基金
を保有する、ことである。たとえば、2070 年の積立度合を 2 倍以上にすることを財政目標にし
たら、保険料を 2010 年より 5 年ごとに 2.17%ポイントずつ引き上げられ、2030 年には最終的
に 19.85%になる必要があり、このときの積立金は 2054 年に 6,738 兆ウォンでピークに達して
2055 年から収支赤字が発生しはじめる。したがって、2070 年の積立度合は 2.5 倍になると予想
された。 
 




 第 1 次財政計算の結果に基づいて、所得代替率と保険料率を組み合わせる財政安定策が提示
された。ただし、それに基づいて政府が国民年金改革法案を作ったものの、それが成功しなかっ
たことは、第 4 章第 2 節１で述べた通りである。 
2010～2014 2015～2019 2020～2024 2025～2029 2030以降
積立度合が2倍 11.17% 13.34% 15.51% 17.68% 19.85% 収支赤字：2055年
積立度合が5倍 11.47% 13.94% 16.41% 18.88% 21.35% 収支赤字：2060年







2. 第 2 次財政計算（2008 年） 
 
 第 2 次財政計算を控えて、政府は 2007 年初から準備に着手して、同年 6 月に「財政推計委員
会」を、10 月に「運営改善委員会」を設置した。第 1 次財政計算と第 2 次財政計算を比較する
と、財政計算を遂行した委員会の構成の形が変わっている。第 1 次財政計算においては単一の
「国民年金発展委員会」を設け、その下に「財政推計専門委員会」と「制度発展専門委員会」と
いう 2 つの専門委員会を設けたのに対して、第 2 次財政計算においては「財政推計委員会」と




 第 2 次財政計算は表 5.12 のとおりに、合計出生率を基本仮定と代案仮定に分けて設定され、
財政計算が行われた。 
 





 まず、現行の政策体系を前提とした「基本仮定」による推計を見ると、表 5.13 及び図 5.4 に
示したように、2043 年までは収入が支出より多いものの、2030 年の 90 兆ウォンをピークとし
て収支黒字は減少しはじめ、2044 年には収支赤字になる見通しである。したがって、積立金も
2043 年の 2,465 兆ウォンをピークとして急激し、2060 年に枯渇するとの見通しが示されてい
る。積立金が枯渇する 2060 年の保険料収入は 232 兆ウォンであるのに対して、同年の支出合計
は 600 兆ウォンであり、保険料収入は総支出の約 39%にすぎないのである。 
 次に、政府の政策目標として揚げられた「代案仮定」においては、表 5.14 及び図 5.5 に示し
たように、2030 年の約 92 兆ウォンをピークとして収支黒字は減少しはじめ、2047 年には収支
赤字になり、2064 年に積立金が枯渇する見通しである。基本仮定に比べると、収支赤字発生と






2005 2010 2015 2020 2025 2030年以降
基本仮定 1.08 1.15 1.17 1.20 1.25 1.28
代案仮定 1.08 1.40 1.60
102 
 














2008 9.0 41,374     23,808     17,566     6,792            6,373            34,582          248,133        31.4
2010 9.0 50,851     27,629     23,222     10,328          9,852            40,523          325,294        27.6
2015 9.0 75,710     39,147     36,562     17,623          17,283          58,087          575,098        29.3
2020 9.0 109,949  53,421     56,528     31,818          31,364          78,131          923,985        26.6
2025 9.0 135,363  69,007     66,356     55,202          54,614          80,161          1,304,447    22.2
2030 9.0 176,064  87,150     88,913     86,287          85,525          89,777          1,738,946    19.1
2035 9.0 204,311  105,365  98,946     129,556        128,588        74,755          2,131,048    15.9
2040 9.0 240,844  127,764  113,080  198,670        197,440        42,174          2,413,567    11.9
2043 9.0 252,055  140,901  111,154  244,861        243,454        7,194            2,464,507    10
2044 9.0 257,173  145,974  111,198  262,529        261,057        5,356-            2,459,151    9.4
2045 9.0 262,100  151,441  110,659  280,770        279,230        18,670-          2,440,482    8.8
2050 9.0 278,988  181,417  97,571     377,879        375,952        98,891-          2,110,154    5.8
2055 9.0 265,034  205,048  59,986     475,969        473,567        210,935-        1,286,378    3.1
2060 9.0 231,684  231,684  0 596,793        593,799        365,109-        214,225-        0.3
2065 9.0 266,860  266,860  0 725,918        722,188        459,058-        
2070 9.0 308,703  308,703  0 843,119        838,471        534,416-        
2075 9.0 356,299  356,299  0 963,934        958,141        607,635-        






















は 2008 年の 2.2%からだんだん増加して長期的に 23%になり、代案仮定の場合は長期的に 18%
になる見通しである。5%ポイントの差は表 5.15 に示したように、人口仮定の違いにより、保険
保険料収入運用収入 年金拠出金
2008 9.0 41,374     23,808     17,566     6,792            6,373            34,582          248,133        31.4
2010 9.0 50,851     27,629     23,222     10,328          9,852            40,523          325,294        27.6
2015 9.0 75,710     39,147     36,562     17,623          17,283          58,087          575,098        29.3
2020 9.0 109,949  53,421     56,528     31,818          31,364          78,131          923,985        26.6
2025 9.0 136,621  68,681     67,939     55,186          54,600          81,435          1,310,035    22.3
2030 9.0 177,978  86,603     91,375     86,080          85,325          91,898          1,753,004    19.3
2035 9.0 211,179  105,909  105,269  128,799        127,845        82,380          2,174,102    16.2
2040 9.0 255,136  132,235  122,902  196,368        195,162        58,768          2,519,325    12.5
2045 9.0 288,284  162,393  125,891  276,055        274,552        12,229          2,669,443    9.6
2046 9.0 295,506  169,303  126,203  294,684        293,113        822                2,670,265    9.1
2047 9.0 302,462  176,514  125,948  314,208        312,567        11,746-          2,658,519    8.5
2050 9.0 323,077  201,271  121,806  370,466        368,593        47,389-          2,552,871    7.0
2055 9.0 335,676  236,742  98,933     466,087        463,753        130,411-        2,074,552    4.7
2060 9.0 333,729  278,089  55,640     584,788        581,879        251,059-        1,076,842    2.3
2064 9.0 318,587  318,587  0 687,143        683,687        368,556-        219,842-        0.2
2065 9.0 330,558  330,558  0 712,625        709,012        382,067-        
2070 9.0 395,344  395,344  0 829,769        825,294        434,425-        
2075 9.0 466,528  466,528  0 968,101        962,551        501,573-        



















 第 2 次財政計算では財政目標として、第 1 次財政計算のときと同じく 4 つの財政目標を設定
した。積立度合を 2 倍にすること、積立度合を 5 倍にすること、収支赤字を発生しないこと、そ
して一定の積立度合を維持することである。 
 第 1 次財政計算のときの財政目標との違いは、一定の積立度合を維持すること、積立度合の基
準年度(第 1 次財政計算のときは 2070 年であったが、第 2 次財政計算では 2078 年である)及び
保険料率の適用方法(第 1 次財政計算では期間を定め、段階に引き上げるが、第 2 次財政計算で
は、保険料率を 2010 年の基準で一気に調整するとした)である。 
表 5.16 に示したとおり、財政目標として積立度合を 2 倍にする、すなわち、推計期間の 2078



















2008 287,196                      6,373                2.2 287,196                     6,373              2.2
2009 309,480                      8,864                2.9 309,480                     8,864              2.9
2010 333,046                      9,852                3.0 333,046                     9,852              3.0
2015 471,814                      17,283              3.7 471,814                     17,283           3.7
2020 642,205                      31,364              4.9 642,205                     31,364           4.9
2025 826,496                      54,614              6.6 822,594                     54,600           6.6
2030 1,039,844                  85,525              8.2 1,033,303                  85,325           8.3
2035 1,251,748                  128,588           10.3 1,258,001                  127,845         10.2
2040 1,511,455                  197,440           13.1 1,563,294                  195,162         12.5
2045 1,782,843                  279,230           15.7 1,909,568                  274,552         14.4
2050 2,126,134                  375,952           17.7 2,355,564                  368,593         15.6
2055 2,402,367                  473,567           19.7 2,769,759                  463,753         16.7
2060 2,712,483                  593,799           21.9 3,252,296                  581,879         17.9
2065 3,124,151                  722,188           23.1 3,868,159                  709,017         18.3
2070 3,615,265                  838,471           23.2 4,630,107                  825,294         17.8
2075 4,174,132                  958,141           23.0 5,463,233                  962,551         17.6




表 5.16 財政目標の達成のための保険料率（第 2 次財政計算） 
 
注：一定の積立度合の維持とは 2058～2078 年の間、積立度合の変化幅が 5%以内を維持する条
件であり、積立度合の 23 倍(基本仮定)、積立度合の 19 倍(代案仮定)の水準で安定される。 
出所：国民年金財政推計委員会（2008）83 頁。 
 
 なお、第 2 次財政計算結果を受けた改革案については、第 4 章第 2 節 3 で述べた通りであり、
提案はほとんど実施しなかった。 
 
3. 第 3 次財政計算（2013 年） 
 
 第 3 次財政計算を控えて、「国民年金財政推計委員会」、「国民年金制度発展委員会」、「国民年
金基金運用発展委員会」といった 3 つの委員会が構成された。第 1・2 次財政計算とは違って「国
民年金基金運用発展委員会」を別途に構成し、基金運用における改善により力をいれようとした。 
 第 3 次財政計算は第 2 次財政計算と同様に 70 年間を推計期間とし、2013 年から 2083 年まで
の国民年金の財政収支を推計した157。その推計結果を示した表 5.17 をみると、しばらくは収入
が支出を上回るが、2031 年からは支出が保険料収入を上回り、さらに 2044 年に支出が収入を
超えて収支赤字が発生する、と見通しされた。それに伴い、積立金も 2043 年の 2,561 兆ウォン
をピークとしてから減少しつつ、2060 年に枯渇する、と見通しされた。この結果は第 2 次財政
計算時、基本仮定による財政推計の結果と同様である。第 2 次財政計算時（2008 年）と人口や
経済変数の仮定は変わったものの、変数間の変化が相殺されたため、収支赤字の発生年度と積立










                                                     
157 財政計算を最終年度ではなく、推計期間を基準にした理由は便利性と評価指標の一貫性を考慮し
たという。 
積立度合が2倍 積立度合が5倍 収支赤字の未発生 一定の積立度合の維持
基本仮定 12.49% 13.17% 14.31% 17.50%









 一方、第 2 次財政計算と同様に財政目標を立てて、その目標を達成するための保険料率を推計




になる。これらの目標のために必要な保険料率の推定結果を示したのが表 5.18 である。 
 










2013 9.0 52,217     32,135       20,082     14,556      14,032      37,661      384,179     26.1
2015 9.0 69,574     37,383       32,191     18,448      17,849      51,126      447,000     25.1
2020 9.0 109,098  54,073       55,025     33,923      33,487      75,175      621,361     22.8
2025 9.0 144,640  73,224       71,416     56,327      55,735      88,313      797,634     20.8
2030 9.0 186,913  95,041       91,872     89,953      89,176      96,960      963,104     18.2
2035 9.0 225,068  117,173     107,895  138,809    137,826    86,259      1,084,840  15.1
2040 9.0 258,427  141,595     116,832  213,773    212,563    44,654      1,119,973  11.5
2043 9.0 277,586  156,765     120,822  267,328    265,963    10,258      1,083,720  9.5
2044 9.0 283,749  162,747     121,003  286,498    285,076    2,749-         1,061,331  8.9
2045 9.0 289,420  168,889     120,531  306,804    305,324    17,384-      1,033,451  8.3
2050 9.0 309,781  203,282     106,498  414,088    412,288    104,307-    810,491     5.6
2055 9.0 300,993  231,040     69,953     525,383    523,193    224,390-    445,180     3.0
2060 9.0 263,375  263,375     0 657,820    655,155    394,445-    84,818-        0.2
2065 9.0 307,180  307,180     0 806,934    803,692    499,754-    
2070 9.0 358,101  358,101     0 948,255    944,311    590,154-    
2075 9.0 414,588  414,588     0 1,089,567 1,084,768 674,979-    
2080 9.0 477,892  477,892     0 1,263,650 1,257,811 785,758-    









積立度合が2倍 積立度合が5倍 収支赤字の未発生 一定の積立度合の維持






第 1 次財政計算、第 2 次財政計算及び第 3 次財政計算は、それぞれ統計庁の 2001 将来人口推
計、2006 将来人口推計及び 2011 将来人口推計に基づいて行われた。そして第 4 次財政計算は
2016 将来人口推計が用いられる予定である。各財政計算に用いられる合計特殊出生率を表 5.20 
にまとめた。表 5.20 からわかるように、2001 年推計の合計特殊出生率に比べ、2006 年推計で
は合計特殊出生率が急速に下落したが、2011 年推計では 2001 年推計の水準まで回復すると見
込まれた。 
 前述したとおり、第 2 次財政計算においては合計特殊出生率に対して 2 つの仮定があり、1 つ
が将来人口推計によるもの（基本仮定）、もう 1 つが政府の目標によるもの（代案仮定）であっ
た。その際、政府の目標は 1.6 であった。表 5.19 に示した 2006 年の将来人口推計と比べて、政
府の目標はあまりに楽観的な数値である。したがって代案仮定による財政計算結果には信頼性
の疑問が生じる。しかし、第 2 次財政計算のとき、合計特殊出生率の仮定を分けて財政計算を行
ったために、出生率の仮定「（基本仮定 1.28 対代案仮定 1.6）」により財政見通しが異なることが
分かり、今後政府による出産奨励政策が年金財政を安定化するための手段になりうると分かっ
たことには意味がある。 
 そこで、統計庁の将来人口推計と実際の合計出生率を比較してみた。表 5.19 からわかるよう
に、実際の合計出生率は 2015 年以降低下しており、2017 年は 1.05 と歴史上最低値を記録した。 
 また、前述したように、第 4 次財政計算における人口変数の仮定には「2016 将来人口推計」
が用いられると予想されるが、合計特殊出生率をみると、2015 年の 1.24 から 2065 年の 1.38 に




















2005年 1.37 1.08 1.09
2010年 1.36 1.15 1.23 1.23
2015年 1.37 1.17 1.28 1.24 1.24
2020年 1.37 1.20 1.35 1.24 (2016年）1.17
2030年 1.39 1.28 1.41 1.32 (2017年)  1.05






 1998 年の法改正の当時、長期的な財政安定化を漸進的かつ周期的(5 年)に図るため導入した
のが財政計算制度であり、導入時点から 5 年がたった 2003 年にはじめて実施された。第 1 次財
政計算の結果に基づいて提示されたのが前述した表 5.11 に示した 4 つの財政目標のうち最終的
に「積立度合 2 倍」を現実的な財政目標として合意した。しかし、第 4 章第 2 節 1 でみたよう






 結局、表 5.20 に示したように、第 1 次財政計算結果に基づいて出された原案とは離れた改革
案が成立した。 
 
表 5.20 第 1 次財政計算結果による改革案と 2007 年の改革結果 
第 1 次財政計算の結果による改革案（第 2
案） 
2007 年の改革結果 
・所得代替率 60％→50％（2008 年以降） 
・保険料率  9％→15.85％（2030 年） 
・所得代替率 60％→40％（2028 年以降） 
・保険料率  現行の 9％を維持 
出所：筆者作成。 
 
 また、2008 年の第 2 次財政計算結果により提案された様々な内容についても議論したあげく
第 3 次財政計算に後回しされており、これをみると、「財政計算の結果に基づいて改革する」と
いう建前は崩れている。 









第 3 節 国民年金基金の運用 





 図 5.6 に示したように、国民年金の積立金は毎年増加しており、2017 年末は 600 兆ウォンを
超えた 621.6 兆ウォンになった。その内訳をみると、年金保険料が 484.2 兆ウォン、運用受益金
が 299.9 兆ウォン、賃貸保証金が 1.1 兆ウォンであり、年金保険料の割合が 77.9％である。 
 



































則という 5 つの原則に基づいて運用される。 
2017 年末の積立金 621.6 兆ウォンのうち、金融部分が 99.9％、福祉・その他部分が 0.1％と
なっている。特に、金融部分のうち債券が 314.4 兆ウォンで、全体の 50.6％を占めており、次が
株（38.6％）である。 
2007 年から 2016 年までの積立金の内訳を表 5.21 に示したが、表からわかるように、積立金
に占める債券の割合は 2007 年の 79.64％から 2016 年の 54.19％へ低下したのに対して、株の割






























短期 債券 株 代替 小計
2,036  3,726     1,748,442   384,704      54,061     2,190,099   3,264     2,195,399   
(0.09) (0.17) (79.64) (17.52) (2.46) (99.76) (0.15) (100.0)
1,842  16,908   1,910,538   339,737      88,025     2,350,015   2,468     2,354,325   
(0.08) (0.72) (81.15) (14.43) (3.74) (99.82) (0.10) (100.0)
1,540  3,422     2,150,866   495,051      125,222   2,772,519   2,365     2,776,424   
(0.06) (0.12) (77.47) (17.83) (4.51) (99.86) (0.09) (100.0)
1,282  6,391     2,291,663   748,939      188,981   3,235,975   2,650     3,239,908   
(0.04) (0.20) (70.73) (23.12) (5.83) (99.88) (0.08) (100.0)
1,081  13,422   2,380,719   818,600      271,940   3,484,681   2,915     3,488,677   
(0.03) (0.38) (68.24) (23.46) (7.79) (99.89) (0.08) (100.0)
1,271  14,681   2,524,704   1,046,367   329,930   3,915,683   2,723     3,919,677   
(0.03) (0.37) (64.41) (26.70) (8.42) (99.90) (0.07) (100.0)
1,249  11,817   2,566,186   1,283,243   403,227   4,264,473   3,823     4,269,545   
(0.03) (0.28) (60.10) (30.06) (9.44) (99.88) (0.09) (100.0)
1,264  33,988   2,786,586   1,405,409   466,550   4,692,534   4,431     4,698,229   
(0.03) (0.72) (59.31) (29.91) (9.93) (99.88) (0.09) (100.0)
1,362  19,776   2,902,300   1,648,322   546,585   5,116,983   4,896     5,123,241   
(0.03) (0.39) (56.65) (32.17) (10.67) (99.88) (0.10) (100.0)
1,396  34,380   3,025,597   1,880,174   636,668   5,576,819   4,777     5,582,991   















表 5.23 運用受益金及び受益率 
（単位：億ウォン、％） 
 







 2003 年の第 1 次財政計算の結果、収支赤字は 2036 年、積立金は 2047 年に枯渇すると推計さ
れた。この結果に基づき、財政安定策が提示され、議論されたが、この財政安定策は、結局破棄
された。その後、2007 年にようやく年金改革が行われた。 
 2008 年の第 2 次財政計算は、合計出生率を 2 つに分けて行われた。一つは統計庁の推計人口
を用いた基本仮定であり、もう一つは政府の政策目標として揚げられた代案仮定である。 
 基本仮定による財政計算の結果は、収支赤字は 2044 年、積立金は 2060 年に枯渇するのに対
し、代案仮定による財政計算の結果は、収支赤字は 2047 年、積立金は 2064 年に枯渇すると見
通しされた。 
 2013 年の第 3 次財政計算の結果は、第 2 次財政計算の基本仮定と同様に財政赤字は 2044 年
に発生し、積立金は 2060 年に枯渇すると推計された。 






受益金 受益率 受益金 受益率 受益金 受益率
411,941        7.26 245439 4.75 2,999,200     6.02
- - - - 190,827        8.26
411,896        7.28 245390 4.76 2,800,381     5.92
小計 368,392        18.7 131497 7.79 982,744        8.38
国内 269,947        25.88 53396 5.59 650,830        8.37
海外 98,445          10.62 78100 10.63 331,914        8.42
小計 14,451          0.48 57296 1.98 1,546,561     4.8
国内 14,359          0.51 48071 1.8 1,450,630     4.84
海外 92                 0.04 9224 4.13 95,931          4.36
小計 29,627          4.53 57088 9.91 275,074        8.14
国内 13,020          5.91 12216 5.56 107,582        6.56
海外 16,607          3.83 44872 12.59 167,492        9.62
△ 22 △ 1.65 △ 17 △ 1.35 6,117            6.45













第 3 部 基礎年金－死角地帯解消をめぐる中央と地方との葛藤 
 
 韓国における公的年金は国民年金と基礎年金からなる。第 3 部では基礎年金について考察す
る。 
 まず韓国における基礎年金を説明する前に、基礎年金という概念について整理しておく必要
がある。基礎年金は Basic Pension と訳されるが、これは first-tier pension にあたる。OECD159
によると first-tier pension には、“Basic Pensions”、“Minimum Pensions”、“Social Assistance”が
あり、まず Basic Pensions（基礎年金）には、一定の居住要件を満たせば、拠出を問わずすべて





 このような定義によると、韓国の基礎年金は Basic Pensions というより、Minimum Pensions











得代替率が引き下げられた際に導入された。そして 2014 年 7 月からは基礎年金に転換され、現
在に至る。 
 そこで、第 6 章においては基礎老齢年金を、第 7 章においては基礎年金を、それぞれ取り上
げ、基礎老齢年金から基礎年金に転換する過程について検討する。また、基礎年金が税方式であ
り、その財源を国と地方自治団体が負担するとしたため、これをめぐる国と地方自治団体との対




                                                     
159 OECD (2015) p.46. 
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第 6 章 基礎老齢年金 
 







老齢手当は、1989 年 12 月老人福祉法の改正により新設され、1991 年よりスタートした。受
給対象者は 65 歳以上の者うち、保健福祉部長官が決める一定所得水準以下の者であり、支給額
は毎年予算の範囲内で保健福祉部長官が決めた。1997 年基準で、受給対象者は 26.5 万人で、65
歳以上の生活保護対象者の 9.1%を占めており、支給額は 65 歳以上 80 歳未満の場合は 3 万 5 千




敬老年金は、1997 年 8 月の老人福祉法改正（新老人福祉法）により 1998 年 7 月から導入さ
れた無拠出年金制度である。受給対象者は 65 歳以上の生活保護（現、国民基礎生活保障）161対
象者と低所得者162である。 
給付額は、表 6.1 に示したように、1998 年 7 月の基準で、65 歳以上 80 歳未満の者は月 4 万
ウォン、80 歳以上の者は月 5 万ウォンであった。なお、夫婦がともに敬老年金を受給する場合
は、2 人のうち 1 人の年金額が 25％減額される。 
                                                     
160 キム・ヨンハ（金龍夏）（1997）26 頁。 
161 1999 年、国民基礎生活保障法の成立により、既存の公的扶助であった生活保護が廃止され、その
代わりに 2000 年より国民基礎生活保障が始まった。 
162 ここで低所得者とは、生活保護対象者ではないものの、一定水準以下の所得及び資産しか持たない
ものを指す。具体的に所得においては、本人及び配偶者と扶養義務者の月所得を合算した金額を世帯





 1 人世帯 2 人世帯 3 人世帯 4 人世帯 5 人世帯 6 人以上世帯 
所得 38.3 76.7 115.0 153.3 191.7 230.0 




表 6.1 敬老年金の対象者及び給付月額 
 1998 年 2006 年 
対象者数 55 万人 62 万人 
国民基礎生活保障受給者 
（特例受給者を含む） 
80 歳以上 50,000 ウォン 50,000 ウォン 
65 歳以上 80 歳未満 40,000 ウォン 40,000 ウォン 
低所得者 全額受給 20,000 ウォン 35,000 ウォン 






特別市の負担が 50 対 50 と規定された163。表 6.2 に示されているように、総予算額における国
と地方の平均負担割合は 68 対 32 である。 
 
表 6.2 敬老年金の予算額 
（単位：億ウォン） 
 2005 年 2006 年 2007 年 
総予算額 3,112 3,142 3,174 
 国庫 2,126（68.3％） 2,153（68.5％） 2,175（68.5％） 














                                                     
163 キム・ヨンハ（金龍夏）（1997）27 頁。 
164 同上 7 頁、34 頁。 
115 
 
第 2 節 基礎老齢年金（2008 年 1 月～2014 年 6 月） 
 
基礎老齢年金は 2007 年の基礎老齢年金法の制定により 2008 年に導入された。その目的は、
子孫の養育と社会の発展に寄与したものの、経済的困難に陥っている高齢者に基礎老齢年金を
支給することによって老後の生活安定を図り、福祉を増進することと、「死角地帯」を解消する
ことであった。礎老齢年金の対象者は、2008 年 1 月の導入時は「70 歳以上で、所得下位 60%の
老人」であったが、同年の 7 月より「65 歳以上で、所得下位 60%の老人」、さらに 2009 年より
「65 歳以上で、所得下位 70%の老人」へと段階的に拡大されてきた。図 6.1 に示したように、
受給者数は導入当時の 290 万人から、適用条件の緩和と高齢者の増大につれて 2009 年には 363
万人まで増え、基礎老齢年金が最後に支給された 2014 年 6 月末には 416 万人まで増加した。 
 







して毎年保健福祉部長官が決定・告示するものである。これは毎年 1 月 1 日から 12 月 31 日ま
で適用される。表 6.3 は 2008 年から 2014 年までの世帯別選定基準額を示している。 
 
表 6.3 所得認定における世帯別選定基準額 
（単位:ウォン） 
世帯 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 
単独 400,000 680,000 700,000 740,000 780,000 830,000 870,000 






363 373 382 393 405
416
57.2 




























－負債}×資産の所得換算率(年 5%)÷12 ヶ月 
出所：保健福祉部（2013a）12 頁。 
 
 世帯別所得認定額が選定基準額以下であれば、基礎老齢年金の受給対象となる。表 6.4 に示し
たように、給付額は、国民年金の全加入者の受給前 3 年間の平均所得月額の平均額（A 値）167の
5%に当たる額である。 
 
表 6.4 世帯別給付月額 
（単位：ウォン） 
世帯 
2008 年 1 月 
~2009 年 3 月 
2009 年 4 月 
~2010 年 3 月 
2010 年 4 月 
~2011 年 3 月 
2011 年 4 月 
~2012 年 3 月 
単独 84,000 88,000 90,000 91,200 
夫
婦 
1 人受給 84,000 88,000 90,000 91,200 
2 人受給 134,160 140,800 144,000 145,900 
世帯 
2012 年 4 月 
~2013 年 3 月 
2013 年 4 月 
~2014 年 3 月 
2014 年 4 月 
~2014 年 6 月 
単独 94,600 96,800 99,100 
夫
婦 
1 人受給 94,600 96,800 99,100 
2 人受給 151,400 154,900 158,600 
出所：保健福祉部（2015a）3 頁。 
 
 夫婦が基礎老齢年金を同時に受給する場合、1 人当たりの年金額は単独世帯の年金額を 2 倍に
                                                     
165 勤労所得控除額は該当年度の最低賃金額を基準にした 1 人当たりの月額であり、2012 年は 43 万
ウォン、2013 年は 45 万ウォン、2014 年は 48 万ウォンである。 
166 地域別に基本資産額として控除する額であり、大都市(特別市・広域市の区)は 1 億 800 万ウォン、
中小都市(道の市、世宗（セジョン）特別自治市)は 6,800 万ウォン、農漁村(道の郡)は 5,800 万ウォ
ンである。 
167 国民年金の全加入者の受給前 3 年間の平均所得月額の平均額（A 値）は以下のとおりである。 
（単位：ウォン） 
 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 




した金額から 2 割が減額される。 
2014 年の基礎老齢年金の最高月額は、表 6.4 からわかるように、単独世帯は 99,100 ウォン、
夫婦世帯は 158,600 ウォン(2014 年 4 月から 2014 年 6 月まで)であり、2014 年 6 月時点で受給
















14%未満 14%以上 20%未満 20%以上 
財政 
自主度 
90%以上 (1) 40% (1) 50% (－) 60% (－) 
80%以上 90%未満 (3) 50% (3) 60% (－) 70% (－) 
80%未満 (225) 70% (107) 80% (46) 90% (72) 




表 6.5 に示したように、2014 年の国庫補助率をみると、229 地方自治団体のうち、約半分に
当たる 107 の地方自治団体に 70%の国庫補助率が適用されており、72 の地方自治団体に 90%
の国庫補助率が適用されている。40%と 50％の国庫補助率が適用されている地方自治団体はそ
れぞれ 1 団体、3 団体に過ぎない。 
また基礎老齢年金の予算は、表 6.6 に示したとおり、2008 年の 2 兆ウォン台から 2013 年に
は約 4 兆ウォン台まで増加しており、平均国庫補助率も 2008 年の 72%から 2013 年は 75%へ上








表 6.6 基礎老齢年金の予算 
（単位：億ウォン） 
 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 6 月 



































金が 2008 年より導入され、敬老年金は廃止となった。基礎老齢年金は、導入時は 70 歳以上、






































 現時点には 2 つの年金を統合した形で基礎老齢年金から基礎年金への改革が進められていた。 
 本章ではこの改革について検討する。 
 




以上のすべての高齢者に基礎年金として月額 20 万ウォン（基礎老齢年金の約 2 倍）を支給する
169、というものであった。 
 朴候補が当選して大統領に就任すると、大統領職引受委員会（以下、引受委）170において基礎
年金の導入案が議論され、2013 年 2 月に基礎年金案が発表された。引受委による基礎年金案の





により差等に支給するという案171であり、2014 年 7 月より施行するとされた。 
                                                     
168 キム・ヨンミョン（金淵明）（2013）389-390 頁 
169 セヌリ党（2013）57 頁。 
170 大統領職引受委員会は大統領当選人が大統領職の円滑な引受のため構成される委員会であり、大
統領就任以降 30 日経過するまで存続できる。 
171 第 18 代大統領職引受委員会（2013）99-100 頁。 
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表 7.1 基礎年金の基本月額 (大統領職引受委員会案) 
 無年金者 国民年金受給者 
所得下位 70% 20 万ウォン 14~20 万ウォン 
所得上位 30% 4 万ウォン 4~10 万ウォン 
注：夫婦世帯は 20%減額する。 
出所：第 18 代大統領職引受委員会（2013）100 頁により作成。 











 にもかかわらず、引受委の解散後、政府は 2013 年 3 月に国民幸福年金委員会(以下、幸福年
金委)を発足させて、基礎年金を幸福年金と名づけて議論を続けた。幸福年金委は、委員長をは
じめ政府代表 2 人、使用者代表 2 人、労働系代表 2 人、地域代表 2 人、世代別代表 4 人で構成
され、最初は 5 つの方案について議論した。第 1 案は「所得下位 70%の老人には 20 万ウォン支
給、上位 30%には 3 段階に分け、年金を差等に支給する」、第 2 案は「国民年金の加入期間と所
得水準に応じて 4 万~20 万ウォンの年金を差等に支給する(引受委の案)」、第 3 案は「国民年金
の所得再分配部分と合算して最大 20 万ウォンを支給する」、第 4 案は「所得下位 70%には 20 万
ウォンを支給し、上位 30%には 5 万ウォンを支給する」、第 5 案は「所得が最低生活費の 150%
未満の者に 20 万ウォンを支給する」、というものであった。 
そして議論が進むにつれて、5 つの案から次の 3 案に絞られた。つまり、第 1 案は「所得下位
70%の老人に最大 20 万ウォンを差等に支給し、その基準は所得認定額とする」、第 2 案は「所
得下位 70%の老人に最大 20 万ウォンを差等に支給し、その基準は国民年金額の所得再分配部分
（国民年金の全加入者の平均所得額（A 値））とする」、第 3 案は「所得下位 80%の老人に 20 万
ウォンを定額に支給し、一定所得のある一部には差等に支給する」である。要するに、所得上位
20-30%は受給対象から除外する方向となったのである174。 
                                                     
172 イ・ヨンハ＝キム・ウォンソプ（2013）19-22 頁。 
173 『中央日報』「高齢者のための基礎年金の財源 30% 国民年金から充当推進」2013 年 1 月 11 日
付。 









象者は老人のうち所得下位 70%または 80%の水準にする、④年金額は最大 20 万ウォン（A 値
の 10%水準）以内で定額または差等に支給する、⑤差等に支給する場合、その基準は所得認定
額または公的年金額とする、⑥基礎年金の導入が国民年金制度の発展と老人福祉に寄与できる
よう努めるべきである、⑦基礎年金の支給開始時期は 2014 年 7 月からとする175、である。 
 同年 9 月、政府は基礎年金案を発表した。65 歳以上で所得下位 70%の老人を対象とし、基礎
年金額は国民年金の加入期間に連動させ、国民年金の未加入者及び 10 年以下の加入者の場合は
基礎年金の全額である 20 万ウォンを支給し、20 年以上の加入者の場合は最大 10 万ウォンまで
支給する、というのが大綱である。 
政府の基礎年金案において、基礎年金の給付額は国民年金の全加入者の平均所得額（A 値）の





表 7.2 基礎老齢年金と政府の基礎年金案の財政規模 
（単位：兆ウォン） 
 2014~2017 年 2020 年 2030 年 2040 年 
現行の基礎老齢年金 26.9 13.7 53.6 111.6 











                                                     








 政府の基礎年金案に対する批判や不満にもかかわらず、政府は政府案を固守し、2013 年 11 月、
基礎年金法制定案の立法予告を行った。 
 そして、2014 年 2 月に与党（セヌリ党）、野党（民主党）、政府は、基礎年金案に対して妥協
点を探るための実務協議体(以下、与・野・政協議体)を設置し、協議を開始した。与党と政府は
「65 歳以上の所得下位 70%の老人に国民年金の加入期間に応じて月額 10 万~20 万ウォンを差
等に支給する」と主張したのに対して、野党は大統領の選挙公約どおりに「65 歳以上のすべて
の老人に月額 20 万ウォンを支給する」立場をとった。ただし、野党は「国民年金に連携せず、
所得下位 70%に 20 万ウォンを一括支給する」との代案も提示した。対立が続く中で、基礎年金
法案は 2 月の臨時国会で協議が決裂した。3 月に入り、会議が重ねられたが、折り合いがつかな
かった。4 月中旬になると、与・野党は 6 月の地方選挙を控えて、基礎年金を国民年金の加入期
間に連動して所得下位 70%の者に対して月額 10 万~20 万ウォンを差等に支給するとしたうえ
で、加入期間の長い低所得者に月額 20 万ウォンを支給する案を加えた折衷案を出し、合意した。
5 月 20 日、基礎年金の折衷案が国会本会議を通過した(在籍議員 195 人中、賛成 140 人、反対
49 人、棄権 6 人)。これにより基礎老齢年金は廃止され、新しい基礎年金が 2014 年 7 月より施
行された。 
 
第 2 節 基礎年金の受給者及び受給額 
 
基礎年金の対象者は、基礎老齢年金と同じく 65 歳以上、かつ所得及び資産（いわゆる、所得
認定額）が選定基準額以下の者であり、2014 年の選定基準額（月額）は、単独世帯 87 万ウォン、
夫婦世帯 139.2 万ウォンであった。選定基準額は毎年調整され、2017 年の選定基準額は単独世




                                                     
176『韓国経済新聞』「基礎年金、国民年金との連携、望ましいか」2013 年 10 月 12 日付。 
177 保健福祉部（2017a）3 頁。 
178 3,000 ㏄以上または車両価額が 4,000 万ウォン以上の自動車または二輪車は基本資産控除対象か
ら除外し、月 100%の所得換算率が適用される。ただし、10 年以上の車両、生業用自動車と疎明され
た場合は一般資産の所得換算率の年 5%を適用する。 








×資産の所得換算率(年 4%)÷12 ヶ月]＋高級自動車及び会員権の価額 
出所：保健福祉部 基礎年金 HP による 
（ http://www.mohw.go.kr/react/policy/index.jsp?PAR_MENU_ID=06&MENU_ID=06410302&PA







る。そして「A 給付」とは、国民年金の加入者全体の年金受給直前 3 年間の所得平均月額であ
る。 
 また、基礎年金額は、基礎老齢年金と同様に世帯や所得認定額の水準に沿って減額される。 
 2014 年 7 月から始まった基礎年金の基準年金額は 20 万ウォンであり、毎年ひきあげられて













登録上の住宅が子女の名義で、市価標準額が 6 億ウォン以上の場合、年 0.78%の所得があるとみな
す。 
181 基本資産額は、地域別に異なる。大都市（特別市・広域市の「区」、道等含む）、中小都市（道の
「市」、世宗特別自治市）と農漁村（道の「郡」）に分けられ、控除額は、大都市の場合、1 億 3,500 万









1 人受給 2 人受給時の 1 人当たり 
2014 年 7 月~2015 年 3 月 200,000 200,000 160,000 
2015 年 4 月~2016 年 3 月 202,600 202,600 162,080 
2016 年 4 月~2017 年 3 月 204,010 204,010 163,208 
2017 年 4 月~2018 年 3 月 206,050 206,050 164,840 
2018 年 4 月~2018 年 8 月 209,960 209,960 167,968 
出所：保健福祉部（2016）3 頁、保健福祉部（2017a）4 頁により作成。 
 









基礎年金の差等補助方式は、「補助金の予算及び管理に関する法律」第 10 条と施行令第 5 条









                                                     


















表 7.4 基礎年金の差等補助率 
 老人人口の割合 
14%未満 14%以上 20%未満 20%以上 
財政自主度 90%以上 40% 50% 60% 
80%以上 90%未満 50% 60% 70% 
80%未満 70% 80% 90% 
出所：保健福祉部（2015b）7 頁。 
 
 地方自治団体に交付した国庫補助金の補助率を示した表 7.5 をみると、40%と 50%の国庫補
助率が適用される地方自治団体は減少しており、80%と 90%の国庫補助率が適用される団体が
増えていることが分かる。特に、2016 年の場合、全体 229 の地方自治団体のうち、70%の国庫
補助を受ける団体が 100 を下回り、90%の国庫補助を受ける団体が 81 になった。これは高齢化
により老人人口の割合が増加したことと、地方自治団体の財政自主度が横ばい状態であり、改善
がみられないことによる。特に 2017 年 8 月末には高齢化率は 14%となり、韓国が高齢社会へ突
入した185ことから、今後このような傾向は続く見通しである。 
 




40% 50% 70% 80% 90% 
2008 年 231 3 27 108 41 52 
2009 年 231 3 22 106 41 59 
2010 年 231 0 18 109 41 63 
2011 年 229 1 7 113 41 67 
2012 年 229 1 7 110 44 67 
2013 年 229 1 3 114 42 69 
2014 年 229 1 3 107 46 72 
2015 年 229 － 2 102 49 76 
2016 年 229 － 1 96 51 81 
出所：保健福祉部（2013a）9 頁、保健福祉部（2016）10 頁と保健福祉部（2017b）41 頁により
                                                     
184 日本において「自主財源」は地方税等をさすが、韓国における「自主財源」は地方交付税、財政補
てん金及び調整交付金を指す。日韓における用語の相違及び財政の比較は今度の課題としたい。 
185 行政安全部（2017a）。なお、行政安全部は 2017 年の文政権成立に伴い、前政権時の行政自治部





 基礎年金の所要予算額は、表 7.6 に示したように、2014 年は基礎老齢年金（1～6 月）と基礎
年金（7～12 月）合わせて 69,001 億ウォンである。2015 年は 100,090 億ウォン、2016 年は
102,896 億ウォンである。国庫と地方の負担割合は、2015 年の場合、75.6％対 24.4％、2016 年
は 76.3％対 23.7％である。 
 
表 7.6 基礎年金の予算 
（単位：億ウォン） 
 2014 年 7 月 2014 年 2015 年 2016 年 

















注：2014 年 7 月の予算は基礎老齢年金を除いた基礎年金の予算額である。 









 基礎年金の対象者は基礎老齢年金と同様に 65 歳以上、所得下位 70％の低所得高齢者であり、













第 8 章 基礎年金の財源調達問題 
 
 敬老年金、基礎老齢年金及び基礎年金を通じた予算規模を改めてみてみよう。表 6.2、表 6.6
及び表 7.6 を改めて表 8.1 にまとめた。 
 
表 8.1 敬老年金、基礎老齢年金及び基礎年金における予算額の推移 
（単位：億ウォン） 
 
注：2014 年 7 月の予算は基礎老齢年金を除いた基礎年金の予算額である。 
出所： 保健福祉部（2007）9、29 頁（敬老年金）、保健福祉部（2015a）8 頁（基礎老齢年金）、
保健福祉部（2015b）6 頁及び保健福祉部（2017b）18 頁（基礎年金）により作成。 
 
 表 8.1 からわかるように、総予算額は毎年増加しており、これは給付額の引き上げと受給者の
拡大によると思われる。 













 政府間財政関係に関する代表的な理論の 1 つとして、1960 年代に形成されたアメリカの財政
連邦主義の理論がある。その代表的な学者はアロ （ーK. Arrow）、マスグレイヴ（R. A. Musgrave）、
サミュエルソン（P. A. Samuelson）、オーツ（W. E. Oates）などである。 
財政連邦主義の議論では、財政の機能を資源配分機能、所得再配分機能、経済安定化機能の 3
つに分類したうえで、それらの 3 機能を中央政府と地方政府で次のように分担することが望ま
2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年6月 2014年7月 2014年 2015年 2016年
3,112 3,142 3,174 22,094 34,106 37,110 37,903 39,725 42,785 21,422 47,579 69,001 100,090 102,896
2,126 2,153 2,175 15,908 24,659 27,202 28,223 29,636 32,072 16,073 35,699 51,771 75,634 78,497
68.3% 68.5% 68.5% 72.0% 72.0% 73.0% 74.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.6% 76.3%
986 989 999 6,186 9,447 9,908 9,681 10,089 10,713 5,349 11,880 17,230 24,456 24,399























あった国庫補助事業のうち、図 8.1 に示したように、149 の事業が地方に移譲された187。 
 
表 8.2 国庫補助金の整理基準 

















                                                     
186 谷（2015）164 頁の整理による。 
187 盧武鉉政権の国庫補助金改革に関する邦語文献として、金根三（2012）がある。 











 政府は 149 の国庫補助事業を地方移譲するのに伴い、その財源を補てんする手段として 2004
年 12 月「地方交付税法」を改正して分権交付税188を新設した。初年度にあたる 2005 年の分権
交付税の規模は 2004 年の国庫補助金の合計額 9,581 億ウォンとされたが、実際には内国税の








 さて、韓国の地方自治団体の構造は図 8.2 に示したとおりであるが、基礎年金の事務は基礎自
治団体によって行われている。 
 





                                                     
188 韓国の分権交付税に関する邦語文献として、金根三（2013）がある。 
189 監査院（2008）3 頁。 
190 イ・ホヨン（2010）140 頁。 
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特別自治市 










は事務配分と関係があるとし、その関係を図 8.3 のように示した。 
 














































































では地方費の負担額は 1 兆 275 億ウォンであるのに対して、基礎年金の下の地方費負担額は 2




























源のうち、補助金の割合は 2010 年の 21.2%から 2015 年の 24.1%へと高まっている。 
 
表 8.3 地方財政の推移 
（単位：兆ウォン、%） 








































































































































































の財政自主度は 74.9%である。これは 2015 年の 73.5%に比べて少し改善されたものの、2013
年の 76.6%と比較すれば 1.7%ポイント低い。 
社会福祉支出の増加による地方財政の負担について、国会予算政策処（2012）は、2007～2012
年の 6 年間における地方自治団体の社会福祉予算の年平均増加率は 12.3%であり、2012 年の地
方自治団体の社会福祉分野予算の対前年比は 8.4%増(2011 年 28.5 兆ウォン→2012 年 30.9 兆ウ
ォン)であり、地方自治団体の社会福祉予算は早く増加していくと指摘したうえで、社会福祉国
                                                     
191 所得税率は「8%、17%、26%、35%」から「6%、16%、25%、35%」、「6%、15%、24%、35%」




においては、「1 億ウォン以下、1 億ウォン超」から「2 億ウォン以下、2 億ウォン超」を経て、「2 億
ウォン超～200 億ウォン以下」が新設され、2017 年は「2 億ウォン以下、2 億ウォン超～200 億ウォ
ン以下、200 億ウォン超」になっている。 
192 国会予算政策処（2012）68 頁。 







 2018 年度の国の予算案196における総支出規模は 429.0 兆ウォンであり、対前年度 28.4 兆ウォ
ン（7.1%）増加している。そのうち、福祉分野（保健・福祉・労働）を取り上げてみると、2018












会によると、地方自治団体の福祉予算は 2008 年の 22 兆ウォンから 2014 年には 40 兆ウォンへ
増加しており、2013 年からの無償保育と 2014 年 7 月からの基礎年金が施行されることにより、
今後 4 年間で 5 兆 7,000 億ウォン(年平均 1 兆 4,000 億ウォン)の福祉費増大が生じると予測さ
れていた。一方、地方自治団体の財政自立度は 1995 年 63.5%から 2014 年 50.3%へ低下してお











                                                     
195 国会予算政策処（2012）117－121 頁。 
196 企画財政部（2017）。 





































そのなかで、2017 年 5 月に新しく誕生した文在寅（ムン・ジェイン）政権は、社会保障制度
                                                     








 行政安全部202は、地方自治団体、市民団体、関連研究者等の意見を聞く場として、2017 年 9
























                                                     
200 国政企画諮問委員会（2017）75 頁。 
201『全羅日報』「地方費負担 雪だるま式、財源確保の非常」2017 年 5 月 21 日付。  












第 1 節 本研究のまとめ 
 











点から年金改革を行った。まず、1998 年に年金の所得代替率の引き下げ（当初の 70％から 60％
へ）、年金受給年齢の段階的な引き上げ（現行の 60 歳から 65 歳へ）、財政計算の導入など、が
行われた。そして 2003 年に第 1 次財政計算を行い、その結果に基づいて年金の改革を進めよう
としたが、当初の改革案は廃棄され、2007 年に 2 度目の年金改革が行われた。2007 年改革の目
玉は所得代替率の引き下げである。2008 年に 60％から 50％へ一気に引き下げ、さらに 2009 年
より毎年 0.5％ずつ引き下げて 2028 年には 40％とする、とされた。ただし、給付の削減と同時
にクレジット制度（出産クレジット、軍服務クレジット）や重複給付の改善、分割年金の受給権
強化といった年金の充実化も図られた。また年金財政については、韓国の財政計算を取り上げて、
財政推計の経緯や財政計算の結果を検討した。2013 年の第 3 次財政計算によると、国民年金基
金（積立金）は 2060 年に枯渇する見通しである。2018 年に第 4 次財政計算が行われ、その結
果に基づき、年金の改善方案が出されると予想される。 













第 2 節 韓国の公的年金の特徴は何か 
―日本の公的年金との比較観点から― 
 














































































 基礎年金は基礎老齢年金が前身であり、基礎老齢年金は 2007 年に国民年金の改革が議論され
るなか、国民年金における「死角地帯」を解消する対策として考慮されたものであり、一方では
第 4 章で考察したように国民年金の改革において、政治の妥協により導入された制度である。 
基礎老齢年金は 2008 年より当初 70 歳以上の高齢者のなか、中低所得層（所得下位 60％）を



















 本研究は 2018 年における国民年金と基礎年金まで取り上げているが、両制度に対する議論は
141 
 
今も続いている。今年は国民年金の第 4 次財政計算が終わり、8 月に国民年金制度発展委員会は
財政安定化方案として 2 つの案を提示した。一つは、予定されている所得代替率の引き下げを止
めて所得代替率を 45%とし、保険料率を 2019 年から 11%に引き上げる案であり、もう一つは、
２段階に分けてまずは 2019~2029 年にわたって保険料率を 13.5%まで引き上げて、そのうえ
2030 年以降に受給開始年齢を 67 歳に引き上げるとともに給付及び保険料を調整する案204であ
る。当初政府は国民年金制度発展委員会が提示した案に基づき、公聴会などを通して意見を収斂
























                                                     
204 国民年金財政推計委員会・国民年金制度発展委員会・国民年金基金運用発展委員会（2018）61，
66－67 頁。 
205 1 案は所得代替率を 50%に引き上げて、保険料率を 13%に引き上げる、2 案は所得代替率を 45%
に引き上げて、保険料率を 12%に引き上げる、3 案は所得代替率を 40%とし、保険料率を 15%に引
き上げる、という３つの案である（『朝鮮日報』「国民年金納付金、段階的に 33%引き上げ」2018 年
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